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平成１８年第６回海田町議会定例会 

会 議 録（第２号） 

 

 1. 招 集 年 月 日 平成１８年１２月６日（水） 

 2. 招 集 の 場 所 海田町議会議事堂 

 3. 開会（開   議） １２月７日（木）９時００分宣告（第２日） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 4. 応 招 議 員（１５名） 

 1番  久留島 元 生  2番  三 宅 総一郎 

 3番  岡 田 良 訓  4番  西 田 祐 三 

 5番  渡 辺 善 隆  6番  桑 原 克 之 

 7番  多 田 雄 一  9番  西 山 勝 子 

10番  宮 坂 二 郎 11番  河 野 道 昭 

12番  崎 本 広 美 13番  前 田 勝 男 

14番  住 吉   充 15番  佐 中 十九昭 

16番  原 田 幸 治 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 5. 不 応 招 議 員 

       な  し 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 6. 出 席 議 員（１５名） 

 1番  久留島 元 生  2番  三 宅 総一郎 

 3番  岡 田 良 訓  4番  西 田 祐 三 

 5番  渡 辺 善 隆  6番  桑 原 克 之 

 7番  多 田 雄 一  9番  西 山 勝 子 

10番  宮 坂 二 郎 11番  河 野 道 昭 

12番  崎 本 広 美 13番  前 田 勝 男 

14番  住 吉   充 15番  佐 中 十九昭 

16番  原 田 幸 治 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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 7. 欠 席 議 員 

       な  し 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 8. 説明のため議場に出席した者の職氏名 

町 長 山 岡 寛 次 

助 役 山 本 義 彦 

企 画 部 長 永 海 房 雄 

総 務 部 長 園 山   純 

福 祉 保 健 部 長 内 田 和 彦 

建 設 部 長 児 玉 正 克 

企 画 課 長 大久保 裕 通 

財 政 課 長 臼 井   真 

ま ちづくり 推進課長 木 原 晴 彦 

総 務 課 長 西 本 徹 郎 

税 務 課 長 朝 倉 登司雄 

生 活 安 全 課 長 金 子 幹 雄 

住 民 課 長 植 野 敏 彦 

福 祉 課 長 窪 地   満 

高 齢 福 祉 課 長 加 藤 一 生 

保 健 セ ン タ ー 所 長 岡 田 寿 人 

都 市 整 備 課 長 久 保 伸 一 

建 設 課 長 畠 山   隆 

下 水 道 課 長 野 間 宏 紀 

教 育 長 正 木   洋 

教 育 部 長 中 野   潔 

学 校 教 育 課 長 青 木 基 秀 

参 事 木 原 正 博 

水 道 課 次 長 新 浜 憲 治 

子 育 て 支 援 室 長 寺 田 修 康 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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 9. 職務のため議場に出席した者の職氏名 

議 会 事 務 局 長 飯 森 靖 彦 

主 幹 濱 吉 計 守 

主 事 中 村 修 介 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

10. 議 事 日 程 

日程第１ 一 般 質 問 

日程第２ 第67号議案 広島県後期高齢者医療広域連合の設立について 

日程第３ 第68号議案 広島県市町公務災害補償組合を組織する地方公共団体の数の増加 

           及び組合規約の変更について 

日程第４ 第69号議案 公の施設の指定管理者の指定について 

日程第５ 第70号議案 平成18年度海田町一般会計補正予算（第３号） 

日程第６ 第71号議案 平成18年度海田町国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

日程第７ 第72号議案 平成18年度海田町介護保険特別会計補正予算（第３号） 

日程第８ 第73号議案 平成18年度海田町水道事業会計補正予算（第１号） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

11. 議 事 の 内 容 

午前９時００分 開議 

○議長（原田）皆さん、おはようございます。本日もご苦労さまでございます。 

 ただいまの出席議員数は15名です。定足数に達しておりますので、本会議を再開いた

します。 

 直ちに本日の会議を開きます。本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付しており

ます日程第１から日程第８に至る各議案でございます。 

 日程第１、一般質問を続行いたします。５番、渡辺議員。 

○５番（渡辺）５番、渡辺善隆です。２点について質問いたします。 

 １、法テラスの活用について。法テラス（日本司法支援センター）が設置され、本年

10月から業務を開始されました。全国どこでも、だれでも必要な法的サービスを受けら

れるようにするもので、紛争解決への道案内を行う相談窓口として、全国の地方裁判所

本庁所在地50カ所などに事務所が設置されております。相談に応じて最も適切な情報提

供を行ったり、国選弁護の体制確保や、資力の乏しい人の裁判費用の支援、犯罪被害者
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の支援など、様々な法律サービスが行われます。本町においても、同センターと連携・

協力のネットワークを結び、活用を検討されるお考えはありませんか。また、この制度

を広報紙などに掲載して町民に周知してはと思いますが、いかがでしょうか。 

 ２点目に、内部障害・内臓疾患者の安心・安全の確保について。 

 内部障害者の方々は、外見からその病状は全くわからないために、日常の生活の中で

大きな不安を抱えて生活されています。国民の多くが認識し、温かい手を差し伸べてい

ただけるよう、内部障害者の存在を視覚的に示す「ハート・プラスマーク」の普及・啓

発が進められております。本町においても、１、広報紙への掲載、ホームページでの周

知・啓発を図る、２、庁舎や公共施設内の駐車場に内部障害者を利用対象とする区画を

設け、マークを表示するなどの普及・啓発を進め、見えない障害を持つ人への理解と環

境整備を進められるお考えはありませんか。以上です。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）皆さん、おはようございます。今日もひとつよろしくお願いします。 

 渡辺議員の質問に対して答弁をいたします。まず、法テラスについての質問でござい

ますが、日本司法支援センターとの連携・協力によるネットワーク化につきましては、

支援センター自体が現在検討中とのことでございます。本町といたしましては、その動

向を見きわめて町民への周知をしてまいりたいと思います。 

 続きまして、ハート・プラスマークの普及・啓発についての質問でございますが、ハ

ート・プラスマークは昨年の愛知万博で初めて公的な場所で使用されましたが、まだ社

会的認知度は低く、その言葉すら知られていないのが実情でございます。内部障害者に

対する理解を深めるための有効な取り組みと町といたしましても認識しておりますので、

１点目の周知・啓発については、まずは広報紙、ホームページ等でマークの普及・啓発

に努めていきたいと思っております。 

 次に、２点目の公共施設内等への表示については、今後、ある程度認知された段階で

検討してみたいと思っていますので、よろしくお願いします。 

○議長（原田）渡辺議員。 

○５番（渡辺）再質問をさせていただきます。まず、１番目の法テラスについてですが、

一応状況を見て進めていくという答弁をいただいたわけなんですが、このセンターと連

携・協力のネットワークを結ぶことによって、住民に対する司法支援、この充実が図ら

れることが可能となると考えておりますので、ぜひ前向きに検討していただきたいと思
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います。 

 そして、現在社会福祉協議会で行われております心配事相談というんですか、これに

は現在、弁護士の方はついておられないと聞いているんですが、そこに弁護士を設けて

対応されてはと考えておりますが、その点はどのようにお考えでしょうか。 

○議長（原田）総務課長。 

○総務課長（西本）法テラスの件でございますけれども、今、社会福祉協議会の方で心配

事相談と、町の方も相談事をやっておりますけれども、これに関しましても、先ほど町

長の方から答弁がありましたように、現在、このセンターそのものに直接問い合わせを

いたしましたけれども、パンフレット等の配布と、それから、今後の計画等について今

検討中であるというふうな段階だそうです。ですから、もう１度答弁の繰り返しになり

ますけれども、その辺を見きわめて、これから自治体等との連携等につきましても検討

していきたいというふうに考えております。 

○議長（原田）渡辺議員。 

○５番（渡辺）２番目の内部障害の安心・安全についてですが、これにつきましても広報

紙への掲載、ホームページへの周知は進めていくと答弁いただいたわけなんですが、ま

た、公共施設等の駐車場とか、こういう表示なんですが、私も調べたところでは、公共

施設の駐車場自体の台数が少ないということで、なかなか難しいということもあるとこ

ろでは、現在の障害者用のスペースの駐車場が表示されておりますね。そこらにハー

ト・プラスマークを併用して使われているところもあるようなので、その辺もひとつ検

討していただいて、ぜひともこの見えない障害者のために環境整備を進めていただきた

いと思います。以上で終わります。 

○議長（原田）渡辺議員、今の駐車場に併用することについての答弁は要らないんですね。 

○５番（渡辺）それじゃ、答弁をお願いします。併用してできるかどうかということ。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）今の障害者の方の駐車場も、正直なところ、公共施設の駐車スペースが非

常にどの施設も少ないということで、なかなかとれないといったのが実態ではあるんで

すけれども、極力そうした障害者の駐車場を設ける際には、今ご提案のハート・プラス

等、そういったことも併用するような形で考えていきたいというふうに思います。 

○議長（原田）11番、河野議員。 

○１１番（河野）11番、河野道昭です。私は、古い話になるんですけれども、ケーブルテ
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レビジョンのケーブルを使って双方向の情報をやったらどうかということ、すなわち水

道とか電気、ガスとかのメーターを１カ所に集約しまして、その集約の数値を町以外の

企業に売るというような方法もあるのではないかと。それで、それをやる気があるか、

ないかというとをお聞きしましたが、余り積極的な返事ではありませんでした。しかし、

今は技術が進み、テレビもデジタルの時代になってきまして、双方向の情報が簡単にで

きるような時代になりました。そういう中でもって、海田町もホームページを持ってお

るわけですし、メールによるいろんな信号のやりとりはできるようになったわけでござ

います。そこで、町長にお聞きしますが、こういったメールとか、あるいはホームペー

ジのようなものを十分に活用することをお考えかどうかということをお聞きします。以

上です。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）河野議員の質問に答弁をいたします。双方向通信による水道メーター検針

についての質問でございますが、ご指摘のように、現在では技術が進み、難検針の解消、

漏水の早期発見、業務処理の効率化を図るため、様々な通信形態、例えばＰＨＳ、無線、

ＡＤＳＬ、有線放送、ＣＡＴＶなどに対応した水道メーター自動検針システムが開発さ

れております。このシステムはプロパンガス部門では積極的に取り入れられている模様

でございますが、水道事業におきましては、既存のメーターを電子メーターにすべて変

更し、それに加えて送信機を設置しなければならず、投資が多額に上るため、現時点で

は豪雪地帯等で比較的小規模な地区では採用している事例がございますが、一般的に普

及していないところでございます。費用対効果を考えますと、今すぐこのシステムを採

用することは水道使用者のご負担も多くなるおそれもあることから、非常に難しいと考

えております。 

○議長（原田）河野議員。 

○１１番（河野）再質問させていただきます。答弁では金額的な問題を言われましたけれ

ども、私は金額的なことというよりもむしろ技術的なことでお聞きしたいんですが、現

在、海田町で町としてページを持っておられますが、町内にどれぐらいのホームページ

を持っている人がいるだろうかということの想定をされたことがありますか。あったら、

どれぐらいの数字かということも教えていただきたい。 

○議長（原田）企画課長。 

○企画課長（大久保）ホームページを開設している方の数値は把握しておりません。ただ、
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パソコンの普及率は恐らく六、七十％ではないかと考えております。 

○議長（原田）河野議員。 

○１１番（河野）現在、町でインターネットを持っておられまして、各家庭にそれを配信

しておるわけですが、これは、どういうことが出ておるかということを見ようとする意

思のある人にはそれを見ることができるんですが、そうでない人は何にもわからんので

す。ということは何かといいますと、町から発信した信号は、ページを持っておられる

家庭へは、登録をすることだけによってページへ乗せてもらえるというような方法があ

るわけですが、そこまでやりますと、ページもかなり有効になろうかというように思う

わけです。この方法としましては、各家庭から町の方へ登録をしていただきまして、そ

して、その登録のあった家庭には、希望する、しないにかかわらず信号が入ってくる。

ということは、例えば海田広報等がホームページへ出ておるのは確かですが、それを見

ようとする意思のない人は、出ておる、出ておらんじゃなしに、全くそんなことはわか

らないというようなことになりますので、いわゆるペーパーレスを考えるのであれば、

そこらの配信の仕方をもっと検討されていいんじゃないかと思うわけでございます。そ

こまで踏み込んでのことをする考えがあるかどうか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）ただいまの質問は、例えばパソコンを持っておられまして、ホームページ

を持っておられる個人の方、そちらの方に強制的に町のホームページから送信したらど

うかというようなご質問のようにお聞きするわけですが、これにつきましては、ホーム

ページといいますのはそれぞれの個人の方がそれぞれの意思に基づいて発信しておられ

るものでございまして、そちらの方に町の方が強制的に送るということも、これは技術

的にもできませんし、本人さんの同意があれば別ですが、そういったことをやりたいと

いう個人の方につきましては、個人のホームページの中に町のホームページのアドレス

をリンクできるような形に設定をされる方も中にはいらっしゃろうかと思います。そう

いった方法での対応になろうかと思います。また、もう一つの方法としましては、現在

既に始めておりますけれども、町長の海田町のメールマガジンということで、希望され

る方は登録をしていただいて、現在では毎月１回ですが、町長のコラム、あるいはその

月の行事等、これを登録された方に毎月発信をしておるという手だてをとっておりまし

て、そういった方につきましてはぜひ登録をしていただければと思います。今申しまし

たように、個人のホームページに強制的に町のホームページを乗せていくということは、
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これは技術的に不可能でございます。 

○議長（原田）河野議員。 

○１１番（河野）ページへ乗せるということが不可能という答弁がございましたけれども、

ある意味ではそれは不可能ですが、１つの信号を多数の人に同時に送るという方法はも

う既に確立しておりますし、私も何遍もやっておるわけですが、そういうところも踏ま

えて海田広報をもっと有効に多方面にわたってのやりとりをしていただきたい、そのよ

うに思いますが、そのお考えはどうでしょうか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）河野議員のお考えのことの方法論としましては、先ほど申しましたメール

マガジンの普及促進に努めてまいりたい。現在まだまだ登録者が少ないわけでございま

して、そこらあたりの登録者の拡大、これを図ってまいりたいというふうに思います。 

○議長（原田）河野議員。 

○１１番（河野）確かにそれは言えるんですが、先ほどのホームページをどのぐらい持っ

ておるかという考え方に対する、想定の話だから、仕方がないのかもわかりませんが、

何か数が多過ぎるんじゃないかなというような気が今しておるわけですが、一応それは

それとして、来年の３月にＩＣカードを発行するようにするというようなことが昨日の

話でございましたけれども、その内容について、できるのであればお知らせ願いたいん

ですが、どうでしょうか。 

○議長（原田）企画課長。 

○企画課長（大久保）今のご質問はパソコンのセキュリティーの関係だと思います。今度、

新システムに移行するに当たって、セキュリティーの目玉として、職員個人にＩＣカー

ドを発行して、職員認証の強化を図っていきたいと思っております。これにつきまして

は、ですから、パソコンにＩＣカードを入れることによって、その職員しかそのパソコ

ンを使えなくするというものと、あとは情報の漏えいを未然に防止するということから、

ＩＣカードを導入していきたいと考えております。 

○議長（原田）河野議員。 

○１１番（河野）このＩＴの使い方というのはまたいろいろあるんですが、ホームページ

を持っておる者同士が通信するのについて通信費用がかからないという方法、いわゆる

ＩＰ電話というのもありますし、そこらの多機能な方法でもって導入をしていただきた

いと思います。よろしくお願いします。これは要望です。以上。 
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○議長（原田）次に参ります。４番、西田議員。 

○４番（西田）４番、西田です。大きく４つの質問をいたします。 

 まず第１点目、財政収支の現状と見通しについてお伺いします。平成17年９月に行政

改革実施計画と財政健全化計画が示され、その１年後の平成18年８月にハード見直しに

より、厳しい財政収支見通しが示されました。また、新規起債を含めない地方債年度別

償還状況からも、さらに厳しさも深まるのではないかと考えられます。そこで、予算編

成時期でもあり、次の質問をいたします。 

 財政収支見通しに対し、平成18年度の予算執行状況はどうか。 

 また、平成19年度の予算編成方針及び予算要求はどのようになっているか、お伺いし

ます。 

 大きく２点目、土地開発公社の見通しについてお伺いします。国では、土地開発公社

の経営健全化に向けて、平成13年度から平成17年度までの期間で対策が講じられ、平成

16年２月の構造改革特区でもさらなる対策がなされています。一方、財政健全度を示す

には自治体が運営する下水道や公営企業の財務を含めて評価すべきと指摘されています。

また、平成18年６月定例議会の財政運営の一般質問の中で、土地開発公社の財政運営に

ついてただしました。そこで、土地開発公社について次の質問をいたします。 

 １点目、近年の活動及び財政運営はどのようになっているか、お伺いします。 

 ２点目、今後の計画はどのようになっているか、お伺いいたします。 

 次に、大きく３点目、高齢者医療制度への取り組みについてお伺いします。平成18年

６月14日、健康保険法等の一部を改正する法律の成立を受け、高齢者の医療の確保に関

する法律の平成20年４月施行に向けて準備委員会が設けられ、各市町は事務作業をされ

ています。また、福祉厚生委員会は平成18年11月22日に後期高齢者医療制度の創設と広

域連合化及びこれを受けた国民健康保険の医療制度改革について研修を行いました。改

革は、新たに75歳以上の高齢者の独立した医療制度を創設し、都道府県単位でその医療

事務を扱い、負担割合を被保険者からの保険料を１割、現役世代から４割、公費から５

割とされ、保険料は広域連合条例により全域均一賦課とされています。また、国民健康

保険の医療制度改革も平成18年10月から実施されたばかりであるが、２年もたたない平

成20年４月には後期高齢者医療制度の新設とともに、その内容は大きく変わろうとして

います。そこで、次の質問をいたします。 

 １点目、広域化に伴う本町の事務量や人件費はどのようになるか、お伺いします。 
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 ２点目、後期高齢者医療制度の新設後の国民健康保険税の算定及び徴収の方法はどう

なるのか、お伺いします。 

 次に、大きく４点目、認定こども園への取り組みについてお伺いします。現在、幼稚

園と保育所は、保護者の就労の有無で利用が限定されることや、少子化が進む中、設置

の両立や規模の確保がされにくく、子育ての支援が不足してきているなどの課題が指摘

され、制度の枠組みを超えた柔軟な対応が求められています。双方の役割を果たす新し

い仕組みをつくろうという観点から「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律」が平成18年６月15日に制定され、広島県では平成18年10月か

ら条例が施行されました。また、福祉厚生委員会は平成18年10月26日に広島県において

認定こども園についての研修を行いました。認定こども園は、就学前の子どもに幼児教

育・保育を提供する機能や、地域における子育て支援を行う機能を有しています。従来

の幼稚園と保育所の制度はそのまま存続し、認定こども園に４つのタイプ、幼保連携型、

幼稚園型、保育所型、地方裁量型を位置づけていました。そこで、次の質問をいたしま

す。 

 認定こども園は、一体的運用の観点から、教育と保育の全体的な計画を編成するとあ

りますが、一方では現行の幼稚園と保育所も存在しています。これらを受けた本町の今

後の方針と取り組みはどうなるのか。 

 以上、大きく４点質問いたします。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）西田議員の質問に答弁いたします。 

 まず、財政収支の現状と見通しについての質問ですが、平成18年度の予算執行状況に

つきましては、年度途中で明確には申し上げられませんが、見通しを上回る歳入があっ

たことや入札執行残などによる不用額で、財政調整基金の取り崩しが当初予定より少な

くて済むものと考えております。 

 予算編成方針につきましては、１、行政改革大綱実施計画で定めた改革項目を着実に

実施するとともに、計画にない項目についても取り組むこと、２、第３次海田町総合基

本計画の実施計画に計上した事業を重点事業とし、事業費についても実施計画に計上し

た事業費の範囲内で要求すること、３、平成17年度に導入した事業別予算の初めての決

算を迎えたことを踏まえ、１年間の事業実施内容を検証し、その結果を19年度予算に反

映することなどを示し、職員個々の創意工夫により、限られた財源を最大限活用して、
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経費の削減と簡素で効率的な財政運営を基本として、事業内容を十分精査して予算要求

を行うよう指示したところでございます。予算要求の状況につきましては、歳出が歳入

を大幅に上回っている状況でございますので、今後、事業の必要性や緊急度などを精査

しながら予算編成を行っていきたいと考えております。 

 土地開発公社の近年の活動、財政運営及び今後の計画についての質問ですが、１点目

の近年の活動及び財政運営につきましては、本町は主に都市計画道路事業や土地区画整

理事業の先行取得に土地開発公社を活用してまいりました。しかしながら、事業地の地

価の下落や事業規模の縮小により、平成16年度から休止状態となっております。そのた

め、土地開発公社存続の必要最低限の活動、予算執行のみ行っております。また、６月

定例議会でご報告申し上げましたように、経営を脅かすような問題は一切ございません。 

 ２点目の今後の計画につきましては、先行取得の意義の低下が明確となり、休止状態

にあります土地開発公社について必要性を見直し、解散や公社以外の制度の活用を含め、

検討しているところでございます。 

 次に、高齢者医療制度への取り組みについての質問でございますが、１点目の広域化

に伴う本町の事務量や人件費については、まず、事務量ですが、広域連合が被保険者の

資格認定や医療給付、保険料等の決定など、管理部門を担当し、市町がこれまでと同様

に資格取得届・被保険者証の交付等の窓口事務と、新たに保険料徴収事務などを担当す

ることになっております。このことから、現在、本町で行っているレセプト点検事務が

広域連合に移管されることにより、現行の老人保健の事務量と比較すると、減少するも

のと考えております。次に、平成20年度に本町が負担する人件費でございますが、広域

連合運営に係る共通経費のうち、職員人件費分の10％を構成団体である県内23市町で均

等割し、50％を高齢者人口割、40％を人口割で算出した額としておりますが、現時点で

は具体的な負担額は示されておりません。 

 ２点目の後期高齢者医療制度の新設後の国民健康保険税の算定及び徴収の方法ですが、

平成20年４月以降は75歳以上の国保被保険者は後期高齢者医療制度に移ります。このた

め、国保税の賦課対象者も大幅に減少し、国保税にも影響を及ぼすものと予想されてお

ります。しかし、現在まで、この制度改正に伴う国からの具体的な指導、通達等は示さ

れていないことから、保険税額がどのようになるのかは定かではございません。ただ、

65歳以上の年金受給者につきましては、受給される年金から国保税を天引きする特別徴

収が実施されることとなっております。 
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 認定こども園への取り組みについての質問でございますが、昨日、桑原議員の質問に

お答えしたように、町立の保育所を認定こども園に移行させることは考えておりません。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）再質問をいたします。まず、財政収支状況のことなんですが、予算設定を

するのに、来年の３月定例議会に予算を計上されてくるわけなんですが、予算を組み立

てていくその工程を時系列に大まかに、どのような工程で３月まで進めていくのか、お

願いいたします。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）新年度予算の作業工程でございますが、10月末までに各課からの要求

額の見積書の提出をしていただいております。11月に財政課において各課とのヒアリン

グを行って内容の確認を行っております。ただいま、そのヒアリング内容の精査を行っ

て計数整理を行っている状況です。１月に町長、助役を交えて来年度予算の最終的な査

定作業を行って、１月末には原案を作成したいと考えております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）ということは、12月現在ではもう予算要求が各課から提出されているとい

うことですよね。となると、その予算要求額は現在どれだけ出ておりますか。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）各課からの要求額につきましては、歳出につきましては約80億という

額が出ております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）80億というと、昨日も質問に出たと思うんですが、財政健全化計画の去年

計画された内容から、今年ハード見直しを８月にされましたよね。この内容が４年間で

21億食い違っている現状があるわけです。それにもかかわらず、来年度の見通しは、目

標は75億を予算の目標として掲げられて、今伺うと80億の予算。そこの予算要求は出て

おるわけですね。そこに５億の差があるわけですね。これらを考えてみますと、今まで

のいろいろ計画されている内容の21億を４年で割りますと約５億ですか、そういう食い

違いがある中にも予算要求は５億。考えてみたら、約10億もの差が生じてきておるわけ

です。考え方ではですね。非常に厳しい状況が考えられるんですよね。80億がうまく調

整できるかどうか、その点はどうでしょうか。 

○議長（原田）財政課長。 
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○財政課長（臼井）この前の答弁で申しましたとおり、目標額としては財政収支見通しの

75億というのを目標として定めておりますので、それに向かって現在出てきている要求

の中身の精査を行って、事業選択を行って、最終的にはそこに持っていくような努力を

しております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）それはわかるんですが、財政健全化計画で出されたものが、要するに各課

から80億出てきておるわけですね。80億出てきておるものを75億に抑えられるというこ

とは、先送りということじゃないですか、内容的には。今までのやろうとしている内容

を先送っていく。ということは、ますます将来にかけてそういう負担が増えていくんじ

ゃないかというふうにうかがえるんですが、その点はいかがでしょうか。 

○議長（原田）企画部長。 

○企画部長（永海）財政収支見通しでお示しした額につきましては、実施計画に掲げられ

た事業を優先してやるということで整理をしております。今出ておる予算要求につきま

しては、実施計画に掲げられていない事業まで要求に上がってきておりますから、そこ

らあたりは今後、査定の中で緊急度等を判断しながら、そういう財政収支見通しでお示

しした75億程度の予算にまとめていくということでございます。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）そこらがわからないんですよ。要するに、１年前に計画を立てられて、そ

れで来年度の予算要求をされるわけですから、それは計画に基本的に基づいて予算要求

が上がってくる、それが80億と私は理解しておるわけです。だから、それ以外のものが

上がってくるというのも、逆に計画を無視して上げているというように思えるんですが、

その点はいかがでしょうか。 

○議長（原田）企画部長。 

○企画部長（永海）やはり実施計画に掲げた事業以外でも、住民の方の要望があって緊急

度の高い維持補修費あたりもありますから、そこらも含めて今、予算要求が上がってき

ておるということでございます。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）それで、要するに５億の差なんですよ。そういうものが計画を頭の中に入

れながら要求されてくる本来の課の動きではないかというふうに思えるんですが、とこ

ろが、実際出たものが、今聞いたら80億というので、私はびっくりしておるわけなんで
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す。というのは、健全化計画で去年出された計画の中では、今回出された見通しに比べ

て年５億の差があったわけです。去年の健全化計画の中におさめられたものと今回８月

に出されたものに５億の差がある。その５億の差がある中で、今回も同じようにまた予

算要求が５億出てきておるわけです。80億から75億の目標に対してですね。となると、

５億減らしていかなきゃいけないものの計画の中になおかつまた５億のものが存在して

きて、10億のものを逆に先送りするようにも思えるんですが、その点はいかがでしょう

か。 

○議長（原田）企画部長。 

○企画部長（永海）財政健全化による今回の財政収支見通しは、先般もご説明いたしまし

たように、要は財政健全化計画をつくったときのそういう経済状況、あるいは税制あた

りが変わってきましたから、今回見直しをして財政収支見通しをつくりました。その中

で今のそういう21億財源不足を来すような状況では町政運営ができませんから、それは

財政健全化計画で予定をしておった実施計画の事業期間の延伸であるとか、そういう事

業の見直しを行って今回の財政収支見通しをつくったわけでございます。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）ということは、結論的に言いますと、今年度の要するに予算要求、目標額

に抑えるために計画の中身を先送ったということになりますよね。結局は入り切らない

んですから。 

 じゃ、話を変えまして、財政健全化計画を見せていただくと、収入部分と歳出部分の

要するにいろんな努力ですよね。収入は上げていきたい、歳出は削減していきたいとい

うふうな方法で計画が進んできておると思うんです。これも私は６月のときにも言った

と思うんですが、入り口と出口だけではなくて内部の運用もいろんな意味で効率的にす

れば、そういった費用の負担が減るというふうに理解して、６月のときに、後から出て

きますが、土地開発公社の問題等の資金、そういったものをいろんな活用をしたらどう

かというふうに問いただしたところなんですが、その中のまず１点目で地方債。今回予

算の中に地方債の平準化、要するに例えば繰り延べとかロングにして返済をしていけば、

年度別の返済額が減ってくる、こういったものの考え方は今回の19年度の予算の中に織

り込まれてきているのかどうか、お願いします。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）地方債の償還につきましては、償還期間等が限定されておるものもあ
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りますので、それについてはその範囲の中でできるだけ平準化できるような形でこれま

でもやっておりますし、予算につきましては、その償還額についての積み上げをして予

算編成しておりますので、それは今年度の借入の段階での話になろうかと思っておりま

す。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）だから、そういう細かいものを積み上げていかないと、目標額の75億に達

してこないわけですよね。要するに、入り口、出口だけじゃなくて、内部の運用もいろ

んな形で効率化を図っていかないといけない。 

 もう一つ、総務省の調査によりますと、地方自治体公金の26％は金融機関が破綻した

場合に全額補償されない金融商品で運用されているというのが今年の12月１日に出てい

るんです。利息がついてくるような、そういったもので少しでも税金の負担のかからな

いように効率よくやっていきたいというような意思のあらわれだというふうに理解する

んですが、そこらの償還金も含めてキャッシュの運用はどのように考えられて予算編成

されているのか。 

○議長（原田）総務部長。 

○総務部長（園山）基金につきましては、定期、それから有利子、無利子、それぞれ預け

ておりますけれども、いわゆる決済預金ということで、1,000万までは定期、それと地

方債の借入と、それに対する預金ということで、1,000万以上のものを定期にできるよ

うになっておりますので、定期預金が１億6,000万、それから有利子、これは基金の残

金でごくわずかのものでございます。これが7,178円。それと、無利子のものが９億

8,596万871円。あと、決済用に基金から借り入れておりますのが５億円ございます。以

上でございます。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）定期と利息を今言われたんですが、要するに金を生んでくれるわけですよ

ね、運用次第では。だから、生金の運用次第ではお金を生んでくれる。それは収支部分

にプラスになっているわけです。額としては小さいかもわからんですよ。だが、これは

やっぱり皆さんの税金をうまく運用するのは当然のことだというふうに思います。今度

は土地開発公社、16年から休眠していると。土地開発公社の活動が休眠しているという

ことは、資金も休眠しているということですよね。６月のときに聞いたと思うんですが、

約１億5,000万ほど休眠しているんですよ。16、17、18と、３年間。３年間の利息を計
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算しますと、結構あるんですよね、これも。そういう細かいことですが、こういったき

めの細かいものをやらないと、一番最初に言いましたように、非常に厳しい財政状況と

いうふうに言われたと思うんです。所信表明でも言われていますし。だから、こういっ

たところの運用は、例えば土地開発公社の１億5,000万、これはどのように今後考えら

れるのか、お願いします。 

○議長（原田）都市整備課長。 

○都市整備課長（久保）土地開発公社の資金の運用についてでございますが、これにつき

ましても町同様、決済用の預金並びに定期預金、それをうまく、ペイオフの関係がござ

いますので、それを考慮しまして、町と協議をする中で預金において利子をいただいて

おります。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）一部、１億5,000万は決済預金だから無理利子と前回の答弁の中にあった

んです。その点、今違っておったと思うんですが、お願いします。 

○議長（原田）都市整備課長。 

○都市整備課長（久保）これにつきましては、毎年度決算報告においてこの財産目録の欄

でご説明を申し上げておりますが、これまでもいわゆる1,000万にかかわる部分につき

ましては定期預金、それを超えます部分、ある一部分、運用上のものも決済用の普通預

金にしたりして、その運用を少しでも利子がいただけるようなことで考えております。

前年度だけでなくて、ずっとこれまでそのような運用をさせていただいております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）土地開発公社のことを言うんですが、３年間は休眠状態ということなんで

すよね。土地開発公社の出番が先が見えないんですよね。要するに、時価が上がってい

くような状況があれば、開発公社の出番が非常に考えられると思うんです。それと、先

ほどから言いますように、財政が非常に苦しい状況で、大きな投資的経費が組まれてい

ないですね。そういった中で、この土地開発公社の出番が考えられない。ですよね。そ

うなれば、そこを持っておられる一部、１億5,000万のお金ですが、それを一般会計に

入れてしまえば、いろんなキャッシュの滞りがあったときにそういうものが利用できる。

要するに借入をしなくても利用できるような環境も生まれるわけです。だから、そうい

った点、先ほどは検討してみる、考えるというふうに言われておるんですが、余り出番

がないようで、そのキャッシュが眠っておるのも非常に問題のような、定期預金よりは
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借入を起こす方が利息が大きいわけですから、借入を起こす方にそれを回すというのも

非常に大きなメリットが出てくるというふうに私は理解できるんですが、その点はいか

がお考えでしょうか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）開発公社の件につきましては６月の議会でもご答弁申し上げましたが、今、

休眠状態であると。今後の方策については考えていかにゃいけんだろうということ。そ

れから、監査の中で指摘をされておりまして、休止状態にある公社の活用方針、これは

町と連携を保って早急に検討することということで、幹事の方から附帯条件がついてお

るということをご報告させていただいたわけでございます。その後、町の方で、確かに

社会情勢の中では土地が今はまだ値下がりをしておりまして、土地開発公社を今後活用

する見込みがあるんだろうか、どうだろうかというような社会情勢ではあるわけですが、

例えば都市計画街路、中店小学校線等で事業認可をしながら事業を凍結しておる部分が

ございまして、そういったところからの買い取り請求が出てきた場合に土地開発公社で

の対応も考えられるのではなかろうか、あるいは公園整備等で一時的に開発公社の活用

効果があるんじゃないかということで、６月以降検討を進めてまいりましたが、最終的

には、先ほど町長が答弁いたしましたように、この開発公社についてはご指摘の１億

5,000万余りの現金を持っておるわけですが、こうした有効利用も考えながら、方向的

にはこの議会が終了次第、１月になろうかと思うんですけれども、公社の理事会の方に、

解散といいますか、解散の方向に向かっての協議をまずさせていただいて、最終的には

開発公社については解散をしていく方向で検討を町としては進めていきたい。その後、

これは少し10カ月程度、最終処分までにはかかるわけですが、これができますと、開発

公社が今持っております１億五千数百万については町の会計の中で、これも一般会計の

中にすぽっと入れてしまうという方法もあるでしょうし、あるいは、現在考えておりま

すのは、土地開発基金という、条例に基づいた基金があるんですが、この土地開発基金

の中に基金として取り込み、先ほど言った土地の買い取り、これは基金の中で土地の運

用もできる部分がございますので、そういった方法をとっていくということを視野に入

れながら、今から事務を進めていきたいというふうに考えております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）今、新開蟹原線等でも利用できる可能性はあるが、今後はそういうものの

検討、土地開発公社の解散を視野に入れながら検討していくということですね。 
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 もう一つつけ加えたいんですが、町道６号なんかの土地の買収においても一般会計か

らの費用、そういったもので実際は運用されているわけですから、土地開発公社の出番

としてはもうこの先なかなか出にくい状況もありますので、そういった点をしっかり考

慮していただいてそこの審議を行っていただきたいというふうに思います。 

 じゃ、その次、高齢者医療制度の改革なんですが、これも私はずっと思っておったん

ですが、国民健康保険も含めてですが、要するに単町レベルでやっていくのは非常に難

しいというような考えが多分今回75歳以上のものにまず適用してみようというふうに理

解しているんです。要するに、広域で物を進めないと、町々の間のいろんな格差とか、

そういったものをできるだけ防いでいきたいということと、一番は多分財政が難しくな

ってきているというふうに理解しているんですが、だから、広域の方向に向かっていく

道筋が少しずつできよるんじゃないかというように理解します。まだ単町でやるのが、

国民健康保険税を海田町は単町でやっているわけなんですが、こういった国民健康保険

税も非常に単町レベルで苦しい状況に入ってくるんじゃないかというふうに理解するん

ですが、ここらの広域化というのはどんなように考えられていますか、お願いします。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）国保の広域化でございますけれども、現在、国におきましては、

まず後期高齢者、75歳以上の方に対する保険制度の改革をしていこうと。これはいわゆ

る医療改革の一環でございまして、平成20年度以降において今回の後期高齢者、前期高

齢者の国保関係をあわせて一体的な改革をしていく中の一環でありまして、その中で国

保につきましては非常に今まで広域化等をささやかれてきましたけれども、国保を行っ

ている各自治体の財政力の関係とか保険料や保険税等の関係もございまして、非常に難

しい問題があると聞いています。国におきましてはこういう問題を解決しながら、まず

は後期高齢者医療を、広域化を図りながら、今後については１つの大きな検討課題とい

うふうに聞いております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）広域化は検討課題ということですよね。ここで言葉にこだわってみるんで

すが、国民健康保険税なんですよね、海田町で徴収しているのは。今回導入されようと

しているのは高齢者医療保険料というふうになっているんです。税と料が混在している

ような現状が今見受けられるんですが、税と料というのは随分違うと思うんです。言葉

が違う以上、当然中身も違うと思うんですが、その点、どのような理解の上で税と料が
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混在している仕組みをつくられているんですか。 

○議長（原田）住民課長。 

○住民課長（植野）国保税と国保料の違いでございますが、これは、当初は国民健康保険

制度が発足したときは国保料ということでございましたが、昭和26年に目的税として国

民健康保険税が創設されております。これは、料と税の選択は各市町村に任せられたも

ので、大きな違いは、徴収の根拠規定が、国保税の場合は地方税法またはこれに基づく

条例でございます。料の場合は国民健康保険法及び地方自治法とそれに基づく条例でご

ざいます。それと、賦課権の期間制限でございますが、国保税の場合は地方税法により

３年さかのぼって課税することができます。国保料につきましては２年にさかのぼって

徴収するということになっております。それと、徴収権及び還付請求権の時効消滅の件

でございますが、国保税につきましては地方税法の規定によりまして５年、国保料につ

きましては２年ということになっております。また、この税の不服申し立てにつきまし

ては、国保税の場合は直接の処分長である市町村長に申し立てることができます。それ

と、国保料の場合は各都道府県の国民健康保険審査会に申し立てるというふうなことが

大きな相違点でございます。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）今説明を受けたように、いろんな意味で違うわけですよね、料と税では。

それが今回の制度の中では、75歳以上は料の方に持っていって、それ以外のところは今、

海田町においては税で運営をされている。広島市の場合は料でしょうがね。そこらの混

在は、例えば滞納者が起きた場合の集金の場合、当然税が優先でしょうから、税の方か

ら先に取られると思うんですが、本人の意思を確認しないうちに税の方へ払い込まれた

り、料の方を後回しにされたり。例えば還付金でもそうですが、還付金が料の方へ先に

出てみたり、いろんなケース、細かいことですが、そういったケースが考えられるんで

す。その混在をできるだけ早いうちに解消していくようにしていかないと、だから、先

ほどの単町の国民健康保険税ですか、これの広域化を図って料に変えていくとか、そう

いった方向の道筋をある程度検討していかないといけない、非常な重要な時期だという

ように思うんです。特にあと２年後ですからね、そういうものが迫ってくるのは。ある

程度の道筋ができてくるのは。そういったところの検討というのは今どのようにされて

おりますか。 

○議長（原田）町長。 
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○町長（山岡）この後期高齢者事業につきましては、10月ごろから県の方から職員が張り

ついて、現在、廿日市、府中町、それから熊野町が１人ずつ派遣されて、来年度は海田

町にも１名ほど参加いただくようになりますので、全市町的な形で取り組んでおるわけ

です。現在、後期高齢者の問題も福祉厚生委員会では説明したと聞いておるんですが、

皆さん方にまだ十分な徹底がしていなかったということも私もおわびしたいと思うんで

すけれども、この問題につきましては20年度からするのに、早くももう今すぐこういう

議決をしてくれということで、非常に緊急なことで大変迷惑をかけておるわけですが、

そこらも含めてしっかりそういうことを検討しながらやっていきたい、こういうふうに

考えております。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）だから、20年度導入に向けていろんな意味の検討をされていくということ

ですね。 

 じゃ、最後ですが、認定こども園なんですが、これは広島県の調べで申し上げるんで

すが、認定こども園を検討している施設が1,000何ぼ施設あるんですが、そのうちの

14％が検討しているというふうに回答されているみたいなんですが、そういう意味で海

田町においても、先ほどは考えていないというふうに言われたんですが、検討はしてみ

るべきじゃないかというふうに思うんです。例えば海田町には４保育所がありますので、

そのうちの１つでもモデル的に、するか、しないかは別問題としても、ある程度検討し

てみて、どういうふうな動きが想定できるかというものを、やっぱり将来的にどういう

形で来るかわからんわけですから、これも。やっぱり一般ユーザーは、どっちかという

と、ゼロ歳から預けたいという人も保育所の周りにはずるっとおられると思うんです。

それ以外に、勉強も教えてくださいという方も多分おられると思うんです。だから、幼

稚園の要求もあるし、保育所の要求も生まれてきているわけなんです。近いところへ行

きたいという人も当然あると思いますので、モデル的に１つでもやってみられる検討で

すね。するか、しないかは別問題です。検討した結果どうなるかはわからんわけですか

らね。だから、ある程度そういったもののモデルとして検討するということをされたら

いかがでしょうか。その点はどういうようなお考えでしょうか。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）確かに先ほどの答弁では、今考えることはないと思ったんですが、やっぱ

り世の中におくれてはいけんということもありますので、今ご指摘のように、検討は改
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めてじゃなしに、今の現状を維持しながら検討していきたい、こういうように考えてお

ります。 

○議長（原田）西田議員。 

○４番（西田）今検討すると言われたので、あれなんですが、広島市もいろいろモデル園

をつくって、そういったところでいろいろな検討をされていますので、ぜひともそうい

った方向で、いろいろ将来にわたって出てくるような問題の解決をしっかり検討してい

ただきたいというように思います。以上で終わります。 

○議長（原田）ここで暫時休憩をいたします。再開は10時25分。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午前１０時０６分 休憩 

午前１０時２５分 再開 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）休憩前に引続き本会議を再開いたします。 

 一般質問を続行します。３番、岡田議員。 

○３番（岡田）３番、岡田です。４点お伺いいたします。 

 まず、教育行政についてお尋ねいたします。子どもたちを取り巻く状況について質問

いたします。教育基本法よりも学習指導要領を優先するゆがんだ教育のため、教育現場

では行き過ぎた受験競争による履修不足やいじめ、学力の低下、不登校など、深刻な問

題が社会問題として起こっております。そこで、お尋ねいたします。 

 １、海田町内の小学校・中学校での実態はどのようになっているでしょうか。いじめ、

不登校、虐待などについて、具体的な数字で報告してください。 

 ２、今国会で教育基本法の改正案が審議されようとしております。そして、今日の新

聞では、15日のこの会期末を延長してでもこの教育基本法を通そうという動きがなされ

ようとしております。この教育基本法の改正案は憲法19条の「思想、良心、内心の自

由」を踏みにじるもので、改正案は20もの徳目を法律で定め、目標達成を学校や教育に

義務づけ、子どもたちに強制しようとしております。そのほかにも大きな問題がたくさ

んあると指摘されています。この教育基本法改正案について、町長の所見をお伺いいた

します。 

 ２番目に、海田市駅利用者自治会の剰余金について。海田市駅にエレベーター設置の

工事も始まり、完成を待つばかりとなりました。この６月議会でも、海田市駅利用者自
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治会の剰余金は個人のものではない、そして、整理ができたら相談ということでしたけ

れども、会長さんは税理士でもあり、数字の専門家ですので、もう整理もついているだ

ろうと思います。また、利用している土地は海田町の所有地です。したがって、当然町

に寄附、ないしは町が預かって管理してもいいのではないでしょうか。バリアフリー化

の一環として、エレベーターも設置工事が始まっており、町で交渉した経過や何らかの

報告があってもよいのではないかと考えますが、その後どうなっているか、お尋ねいた

します。 

 ３番目に、自衛隊13旅団の演習について。自衛隊13旅団の敷地から銃火器の音が聞こ

えて、通行中の人や周辺住民から不安の声が上がっています。先日の日曜日に軍用機の

低空飛行があり、お年寄りが「戦争中の恐怖がよみがえった」というふうに言っておら

れました。今、米軍再編制に伴い、岩国基地に横須賀の空母艦載機の騒音と危険性が大

問題となっております。こうした中、町として、こうした訓練の一環としての騒音につ

いて、事前の説明があったかどうか、お尋ねいたします。 

 また、事前に通告があったとしても、市街地で砲弾の音が鳴り響く異常事態が起こっ

たことについて何らかの抗議をしたのかどうか、明らかにしてください。また、学校や

商店、主要な幹線道路、住宅街、工場などが密集している地域でこういうことが許され

てはいけないと思います。厳重に抗議をすべきですが、いかがでしょうか。 

 ４番目に、総合公園の駐車券について。総合公園の駐車場が有料になり、３カ月がた

とうとしております。利用者から管理棟で行う駐車料金の精算を出口にしてもらいたい

という要望がたくさん出ております。坂道を歩いていくのが高齢者には大変な負担とな

っております。改善を検討してもよいのではないでしょうか。 

 また、障害者や高齢者や子ども連れの人は無料にしてもよいのではないかと考えます

が、いかがでしょうか。以上お尋ねいたします。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）岡田議員の質問の２点目、３点目、４点目については私から、１点目につ

いては教育委員会から答弁をいたします。 

 まず、海田市駅利用者自治会の剰余金についての質問でございますが、海田市駅利用

者自治会剰余金のその後の状況については、自治会の財産処分につきまして適正に処理

されますようにお願いしておりますが、いまだ最終的な整理がついていない状況である

と聞いております。今後も引続きお願いする中で、寄附の申し出があれば、バリアフリ
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ー化への活用などを視野に入れたいと考えております。 

 続きまして、陸上自衛隊第13旅団の演習についての質問でございますが、１点目の事

前説明については、例年、司令部広報室の方から、創立記念行事の開催に合わせて事前

訓練を実施する旨のお知らせをいただいております。 

 ２点目の市街地での騒音に対する抗議については、付近住民の方々への周知として、

自治会を通じて事前に連絡されておりますし、毎年の恒例行事となっておりますので、

例年に倣い、町といたしましては特に抗議はしておりません。 

 海田総合公園の駐車券についての質問でございますが、駐車場から出るときに必要な

専用コインの購入については現在、管理事務所で扱っておりますが、出入り口で精算で

きる駐車場ゲートシステムは非常に高価であったため、経済性を踏まえて比較検討し、

現在のシステムを採用いたしました。結果的には高齢者の方にはご不便をおかけしてお

ります。なお、当面の対応につきましては、駐車場に入る前に車で管理棟まで行き、コ

インを購入し、駐車していただく等の方法を使用者の皆様に周知してまいりたいと思っ

ております。今後のゲートシステムの改善については、コストや改善方法等について適

切なものがあれば、検討してまいりたいと思っております。 

 障害者、高齢者等の駐車券の無料化については基本的に、負担の公平の観点から、個

人に対しては考えておりません。以上です。 

 それでは、１点目につきましては教育委員会から答弁をいたしますので、よろしくお

願いします。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）１点目のいじめ、不登校、虐待に係る件数でございますが、平成18年度

11月末現在で、いじめについては小学校７件、中学校ゼロ、不登校については小学校６

名、中学校16名、虐待については、学校からの報告で虐待の疑いがあるものとして小学

校で３件、中学校で１件でございます。次に、教育基本法の改正でございますが、国会

で審議中ということもあり、公の立場の者として、これについてのコメントは控えさせ

ていただきます。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）再質問させていただきます。いじめ、自殺、虐待、こういうふうな問題、

私は思うんですけれども、やはり今のいろいろな原因、それはケース・バイ・ケースで、

昨日もそれぞれ違うと言われたんですけれども、そうだと思うんですけれども、この問
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題というのは今のこの教育基本法を忠実に実行していないからじゃないかというふうに

思うんです。今、教育長は、教育基本法が改悪され、政府は改正と言いますけれども、

私たちは改悪だと思うんですが、それについてコメントは差し控えるというふうな立場

だったと思うんですけれども、県の教育長というのは県議会の６月議会とか何かでは答

えられておるんです。その中で、今の教育基本法を変えるというのは、じゃ、何を変え

るのか。もちろん教育長は、この教育基本法、前文があって11条から成っている、これ

は何十回、何百回と、それこそ読まれて、特に前文、そんなに長いことはないんですけ

れども、これはもちろん暗記されておると思うんです。これには大変物すごく理想が高

いことが書いてあるんです。このとおりを忠実に実行していったら、それこそ今の教育

基本法を飛び越えて学習指導要領で学校を評価するというふうなことは起こらないと思

うんです。今のいろいろな問題というのは、私たちが考えますに、やっぱり学校同士を

競わせるとか、先生を競わせる、そして受験、そういうふうな中で起こっておる一環じ

ゃないかと思うんです。そういうことについて今の教育基本法はどういうふうに思われ

ておるのかというのを。改正じゃなくて今現在の教育基本法、これをどういうふうに考

えておられるかという見解をお伺いします。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）教育基本法は確かに11条から成る基本法で、暗記まではしておりません

が、中身はたびたび見ることが多いです。基本法ですから、特にこの教育基本法は戦後、

日本の法体系がつくられて初めてできた基本法であったように私は記憶しております。

それほど重要な基本法です。それだけに、アメリカの影響もかなり強いものがあったと

いうふうには承知しております。ただ、中身については、理念規定でございますから、

どれをとってもここがおかしいというようなものはないと思っております。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）確かにこれはすばらしいと思うんです。どこをとってもここが悪いと言わ

れるものはないとさっき言われたんですけれども、確かにそのとおりだと思うんです。

この改正案なるものは、教育基本法は日本国憲法とマッチしておるというのか、リンク

しておる、そういう関係にあると思うんです。その中で、例えば今度改正されようとし

ておりますこの基本法では前文を、この基本法の理想の実現を根本的に教育の力によっ

て行うものである、そういうふうな一番大切な部分を削除するわけなんですよね。この

教育基本法というのは、日本の未来を背負う子どもたちをどういうふうに教えていくか
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ということなんですけれども、教育は一人ひとりの子どもたちの主権者としての人格を

目指して行われるべきものであり、未来の社会のあり方、これはそのような教育によっ

て成長した未来の世代の判断にゆだねるというのがこの教育基本法の根本的な考えだと

言われておるんですけれども、それを、今、教育長が言われた、物すごく理想の高いす

ばらしいものだというものを変えてしまったら、それこそ日本の未来を背負う子どもた

ちというのが、また違ったそういうふうな日本を主導してしまう子どもたちに成長して

しまうというおそれがあると思うんです。これは、やはり今の憲法９条を変えて自衛隊

を自衛軍にするとか、今の防衛庁を防衛省にするとか、そういうふうなものとすべて一

緒になっておると思うんです。日本が今の右へ右へかじを切っていくという格好の中の

一番土台づくりというんですか、そういうところ、この基本法を変えていくというもの

だと思うんです。その中で、やはり今のいじめとか、不登校であるとか、虐待、そうい

うものも起こっておると思うんです。学校現場では管理等、物すごく先生も多忙である

と。いろいろな報告書を書かされるとかということで、生徒と直接接する機会がだんだ

んだんだん少なくなってくると。以前、正木教育長の前任者の方は、そういうふうない

ろいろな、先生が忙しい、報告書を書かにゃいけんとかそういうものは、忙しいのはわ

かるけれども、それも教師の能力である、能力が高かったらそういうことはできるんだ

という答弁をされたことを私は覚えておるんですけれども、そうではなくて、やはり教

育現場でゆとりのある教育、そういうことをできるようなシステムをつくっていくのが

教育委員会だと思うんです。今の教育基本法の改正案であるような、国土を愛するよう

な生徒を強制的につくり出す。優秀な人は１割でいいと。あとの２割、３割はそれにつ

いていく。大多数の７割以上の人間はそんなに教育ができなくてもいい。こういうふう

な根底思想なりが考えられるような教育基本法には断固反対すべきだと私は思うんです。

そういう中で今のこのいじめとかという問題も解決していくと思うんです。 

 今の学校教育の費用、そういうふうな問題、よく教育長は、学校教育に対して予算が

あればいろいろなこと、学校の改築ということもしたいと言われるんですけれども、や

はりこれも日本は、ＯＥＣＤですか、30カ国のうちで学校教育に対する費用は最下位の

部類に入っておるんです。一番学校教育に対して費用を出しておる国がデンマーク、ス

ウェーデンで、国内総生産の6.8％とか6.7％なんです。平均が５％で、日本はトルコと

並んで3.5％で最下位なんです。１位の国の半分にも満たないようなお金しか出してい

ないというふうな状況なんです。こういう中だから、当然義務教育に対する予算はなか
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なか回ってこないという状況なんですよね。こういうふうな状況があって、その中で今

の子どもたちを育てていくにはやはりどうしても教育基本法を忠実に守っていかにゃい

けんと。そうすることによって学力も向上すると思うんです。今、世界一の学力と言わ

れておる国がフィンランドなんだそうですけれども、これは日本の教育基本法をお手本

にして学力アップをしたということなんですけれども、こういうことが実際に、日本は

以前はそういう学力が、世界一かどうかはわからなかったんですけれども、世界でかな

り上位だったんですけれども、それが今の学習指導要領とかそういう格好でどんどん学

校が管理されてきて今のような状況になってきておるんじゃないかと思うんですけれど

も、その辺のところの見解をお願いいたします。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）基本法は現在、国会で審議中でございます。まだ法律として施行されて

おりません。その段階にあって、いろんなお考えとか意見があるのは重々承知していま

すが、我々教育委員としてはどちらにも偏らない中立公正な立場を貫くというのが、こ

れも法律の中で定めてありますので、どちらをいってもこれは我々としてはそれに反す

ることです。ですから、コメントはしない。個人的な意見は別です。基本法なので、実

施法じゃありませんから、基本法があるからこうなったというのは私は考えられない。

ですから、考え方としてはいろんな考えは認めることはありますけれども、町の教育委

員会としてそれをとやかく言うことは、立法府のことに対してはノーコメントというこ

とでございます。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）今、中立公正と言われたんですけれども、それもそうだと思います。それ

じゃ、どうして小学校、中学校に国旗を掲揚しておるのか。あの国旗国歌法が決まった

ときに、小学校、中学校には、教育現場には強制しないということを時の小渕総理大臣

ですか、それも明言したわけなんです。それなのに、そういうふうなのを飛び越えて学

習指導要領というので強制するというので、東京なんかでは卒業式、入学式に国家を歌

わなかった教職員は処分すると。それに対して裁判で勝ったけれども、それは不当であ

るという判決が出たけれども、すぐさま今度は都の教育委員会はそれを上告するという

状況になっておるんです。これこそ教育に対する介入じゃないかと思うんです。そうい

うのがあって、こういうことが、それは裁判でだめですよというのが決まって、それを

また告訴するというようなことをしながら、学校教育では子どもたちに教えるというの
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は、物すごく子どもたちも矛盾を感じるんじゃないかと思うんです。やはりそれは今の

教育基本法に対して忠実な教育行政をしていないからだと私は思うんですけれども、こ

このところの、それは幾ら中立と言われても、実際そういうふうになっていないところ

が問題だと思うんですけれども、そんな事例が幾らでもあるんですよね。その辺のとこ

ろをもう少し教育基本法に忠実というか、そういう学校教育を、コメントはなかなかで

きにくいというところだったんですけれども、私はそれだけじゃ済まされないような、

教育委員会を預かる立場の方としてどういうふうに思われておるのか、もう１回お願い

いたします。 

○議長（原田）岡田議員、質問の通告の中身を大分超えかかっておるように思いますので、

教育長の答弁もコメントをしないという第１答弁がありましたから、そこを突かれても

同じ答弁が返ってくるかと思いますので、質問の通告の範囲の中で質問をしてください。

教育長。 

○教育長（正木）基本法がどうこうというより、我々は、教育委員会だけでなく行政とし

ては法律を遵守するというのが立場でございますから、法律を遵守しながらこれを運用

していくという立場でございます。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）法律を遵守するという立場だったら、私はこの教育基本法を遵守していた

だいて、学習指導要領とかというふうな、教育基本法を飛び越えたような指導というか、

そういうのはすべきではないと思います。 

 それじゃ、次の駅前の自転車自治会のことについて。最終的には整理がついていない

ということだったんですけれども、これは山岡町長が町長に就任されて３年と１カ月ぐ

らいですか、就任されたときに多分お伺いしたと思うんですけれども、いろいろ話し合

っていくということだったんですけれども、もうそれから３年ぐらいがたって、最終的

に整理がついていないというのはどういうふうな、金銭的なことなんでしょうか。例え

ば自治会の内部のことなのか、金銭的なことなのかというのは。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）これは先般も出て話をしたと思うんですけれども、この時点で自治会の関

係が会長さんに対していろんな訴訟的なものが出まして、それによって裁判まで行った

ような形なんですが、その弁護士さんが全部あとを全面的に受けておられるんです。そ

れを、弁護士さんのところに相談をさせてもらって、その整理がついた時点で海田町の
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方にするかどうかということも判断しながら私の方に回答をいただくということになっ

ておるんです。先般も広島へ行ってきたときに弁護士さんのところへ寄ってみたんです

が、お留守だったものですから。今おっしゃるように、日にちも長くかかっておるんで

すが、向こうの自治会に関することはほとんど弁護士さんに一括しておられるんです。

その方の指示によらないと我々の方には、例えば金が残っておるか、何があるかという

ことも含めて、整理ができた時点で、向こうの判断によって海田町に、例えばバリアフ

リーに向けての寄附をいただくかということも含めてお願いするものですから、改めて

また近いうちに弁護士さんの方にも出向いていって様子を聞いてみたい、こういうふう

に思っております。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）ということは、今度は会長さんではなくて弁護士の方との話し合い、折衝

という格好になってくるということなんですか。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）そのとおりでございます。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）この問題も、せっかくエレベーターがついて、金額は幾らかわかりません

けれども、一説には4,000万、5,000万という余剰金があるということで、皆さんから、

利用者の方から集められた金ですから、これは早急に、こういう問題は町に寄附をして

いただいて駅前の整備に有効に使ってもらうように、再度お願いいたします。 

 それと、13旅団の演習なんですけれども、これはそういうふうな基地内で、実弾じゃ

ないんでしょうけれども、空砲で。この記念式典のある前の週の何日間か演習をすると

いうのは私は初めてなんです。こういうことというのは以前からあったんですか。町と

してこういうふうな敷地内の演習というのは把握されておったんですか。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）これは記念行事として、もとは師団、今は旅団になりましても、引続いて

毎年行われています。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）いや、記念行事はわかるんですが、記念行事の前の週、１週間ぐらいです

ね、その間に実際に空砲、機関銃とかそういう音がかなり聞こえたんです。その周りの

人たちもびっくりしておられるんです。そういうことが毎年今までも実施されておった
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のかどうかということです。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）この点につきましては、私は当日しか参加をしていませんので、事前のそ

ういう訓練と申しますか、予備の予行演習と申しますか、そういうことについては承知

しておりません。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）町長は承知を事前にしていないと言われたんですが、実際には何日か前か

らあったんです。周囲の方も事前に連絡を受けていないということがあって、大変驚い

ておられるということで、今の自衛隊の基地を開放するということは、５月５日ですか、

米軍の岩国基地を開放して、物すごい万単位の市民の人が見学に来る。こういうのが自

衛隊とか米軍そのものを皆さん方に開放して、軍隊としての認知度を下げるというんで

すか、別におかしくないじゃないかということに利用されるんじゃないかと思うんです。

そういうふうな一環として、さっき言った防衛庁の防衛省の昇格であるとか、憲法を変

えて、自衛隊を本来の主要任務の１つである海外へ派兵する、そういうふうなことに全

部つながってくると思うんです。こういう中でも特に町中の基地の中で、空砲といえど

も、こういう演習というんですか、そういう大きな音を立てるとか、軍用機が低空で住

宅地の上を飛ぶということは絶対にあってはならんと思うんです。こういうことは断固

させない、してくれるなというふうな抗議を、今年は無理なんですけれども、来年から

もするべきだと思うんですけれども、その辺のする考えがあるかないかというのを。 

○議長（原田）第１答弁で、創立記念日の行事の開催に合わせて事前に訓練を実施する旨

の知らせはいただいておるとお話しされております。２点目に、付近住民の方々への周

知として自治会を通じて事前に連絡をしておられるというふうに答弁されておりますの

で、答弁と食い違うちゃいけませんから、そこは気をつけて発言してください。 

○町長（山岡）今、岡田議員の指摘のように、今は自衛隊の方としては地元開放というこ

とで花見に桜を見ていただくようなこともしておられますし、夏には盆踊り大会とか、

また記念行事というような、地元に開かれた自衛隊ということで認識していまして、私

の方からはそういうことも含めて、今回ご承知のように、江田島市と呉市の水の問題に

対しての大きな貢献をされたということも聞いていますので、そういう意味からいけば、

地元として心強い限りじゃないかというように思っております。 

○議長（原田）岡田議員。 
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○３番（岡田）しかし、それは災害派遣とかというのは当然の任務なんですけれども、自

衛隊本来の任務というのは災害派遣というのが本来の任務じゃないわけですね。だから、

そういうふうなところで、特に隣は平和都市を標榜する広島市なんですよね。今の岩国

基地とも海で行ったらすごく近いんです。そういう中での一環だと思うんです。だから、

やはり町中にある13旅団の中で、記念式典といえども、空砲をバリバリ撃つとか、軍用

機を、ヘリコプターとか何とかというのを離着陸させるという、こういうことはすべき

ではないというふうに抗議をすべきだと思うんですけれども。災害派遣とか何とかとい

うのは、これは法で決まって、災害派遣をしたら自衛隊は出にゃいけんわけですから、

それとこういうふうな実際に訓練をするというのは別問題だと思うんですけれども。や

はり町中でそういうふうな訓練をすべきではない。訓練場は訓練場であるわけですから、

そこでしてもらって、町中の基地があって、その周りには学校もあるし、工場もあるし、

住宅地もあるんですよね。31号線も通っておると。そういうところでそういう銃火器の、

空砲といえども訓練というか、演習をすべきではないと思うんですけれども、強く抗議

をするべきだと思うんですけれども、そこのところをもう１度お願いいたします。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）私は抗議をするつもりはありません。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）するつもりはないと言われたんですけれども、私は抗議をしてほしいと思

います。 

 それと、総合公園の駐車場なんですけれども、今度は駐車場に入らずに管理棟まで行

って、そこでコインをもらってまた精算をして入るという格好だったんですけれども、

これは以前、駐車場設置をするときの説明では、そういう方がおられるから、そこには

係員の方も配置をして精算も考えんこともないというふうなことだったと思うんですけ

れども、実際にあそこは駐車場のゲートから管理棟まで坂で、若い人だったら問題はな

いんでしょうけれども、いろんな方が使われますから、行く人はもちろん車で行かれる

わけですから、物すごく不便というか、せっかくいいのがあるんだけれども、コインの

出し入れとかというのが不便なので、もう少し、例えば今度指定管理に変わると思うん

ですけれども、そのときがうまいぐあいにいくのかどうかというところで、いろいろと

検討すると言われたんですけれども、何かほかに方策というのか、そこのところで簡単

にできるような方策というのはないんでしょうか。 
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○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）このシステムにつきましては、答弁しましたように、あるのはあるんです

が、値段が高額なんです。そのシステムというんですか、機械が。そういうことで、当

面はそういう形をとらせていただいておるんですが、そのうちまた何かいい方法が、ア

イデアがあれば、それを含めて検討してみたい、こういうふうに考えております。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）ぜひともこれは、本当にせっかくいい公園があって、利用したいんだけれ

ども、入り口のところでなかなか、ちょっと遠いという格好になってくるんですけれど

も、改善をするようにお願いたします。 

 それと、障害者、高齢者とか、子ども連れ、あそこは大きな遊具もありますから、そ

ういう人たちには、公園ですから、やっぱり無料にしてもいいんじゃないかという考え

方がずっとあるんですけれども、９月までは無料だったので、引続いてそういうふうな、

子どもさん連れとかというのはなかなか難しいかもしれませんけれども、個人にはしな

いということだったんですけれども、だれでも使える公園ということで、せっかくなが

めもすばらしい、眺望もいいですから、あそこをそういうふうな子どもさん、お年寄り

の人には無料で利用ということを検討してもらえませんか。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）これは先ほど答弁しましたように、議決をいただいて、議会でも承認をい

ただいて、９月議会ですか、お願いしておるわけですから、当面は今のままでやらせて

いただきたい、こういうように思っています。 

○議長（原田）岡田議員。 

○３番（岡田）近隣にいろんな同じような高台というんですか、公園が整備されておると

ころがあるんですけれども、まだ無料というんですか、駐車料金を取らないところは幾

らでもあるんですよね。そういうところを見られまして、やはり高齢者というか、子ど

もたち、障害者、これには無料にするように極力努力をしてもらいたいというふうにお

願いして、私の質問を終わります。 

○議長（原田）次へ参ります。９番、西山議員。 

○９番（西山）９番、西山です。５項目について質問をいたします。 

 まず、行政の見通しについて。 

 福島、和歌山、宮崎を舞台とした官製談合が相次いでおります。公共事業には談合問
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題がつきものと言われておりますが、広島県におきましては平成19年度から電子入札を

導入される予定です。我が町の導入計画はどのように立てておられるのでしょうか。 

 次に、広島県は平成19年度より住民基本台帳ネットワークを活用して本人を確認し、

住民票の添付などを免除する事務において、内定済みの９項目から13項目に拡充する方

針を固めておられます。我が町におきまして、このことについて町民への周知徹底はど

のようになされるでしょうか。 

 また、角度は違うんですけれども、現在まで住民カードの発行状況はどのようになっ

ておりますか。 

 また、住民カードのメニューを増やす計画は立てておられますか。 

 次に、職員の採用についてでございますが、平成17年度３月、平成18年度３月におき

まして早期退職者が予想以上に多く、団塊の世代が退職される来年度から数年間は大変

厳しい状況になると思います。行政の安定した運営及び町民サービスを低下させないた

めに、職員の配置の問題を含め、採用計画はどのようになされておられますか。 

 次に、大きな項目、公園整備についてでございます。 

 １、公園の死角解消につきましては私が委員会、本会議等で随分前から発言しており

まして、樹木の刈り込みが進んでおりますが、子どもが安心して学べる公園整備を進め

ようと、広島市は樹木の刈り込みや照明灯の修繕などを盛り込んだ公園緑地等防犯ガイ

ドラインを作成されました。我が町もガイドラインを作成されるお考えはないでしょう

か。 

 続きまして、最近、海田町の各大きい公園から小さい公園に至るまで、草刈り、清掃

の問い合わせが続いておりますが、現在の制度を見直されるお考えはありませんでしょ

うか。 

 次に、来年度より総合公園に指定管理者制度を導入されます予定ですが、駐車場の料

金システムは苦情が多く寄せられております。今の岡田議員の苦情と違いまして、私の

場合は、車が入るときと出るときが１カ所しかないという、土・日とか、たくさんの車

が入るとき、入り口は入り口、出口は出口と、やはり区別をしないと混乱は避けられな

い。ましてや、交通整理員さんを置いたといたしましても、今後、交通事故の発生も予

測されます。しかし、現在、入り口、出口が１カ所のままで指定管理者を選定されてお

りますが、この指定期間の間に入り口と出口を別々にされるお考えはないでしょうか。 

 次に、教育問題についてでございます。教育の目的は子どもたちの幸せです。そのた



 

33 

めには、子どもたちの幸せになる力を引き出すことが重要であり、それは子どもの本来

持つ無限の可能性を開くことにほかなりません。１人の子どもをどこまでも大切にし、

子どもの可能性を開く教育を、教師を含め、大人は目指さないといけないと思います。

しかし、現実は、最近、教師の問題、いじめ、不登校等、教育現場は課題が多くありま

す。そこで、数点お伺いいたします。 

 この課題について対策は考えられていると思いますが、対策の実効性を確保するため

に、学校運営協議会の活用が必要な時期に来ているのではないでしょうか。海田町にお

きましてもコミュニティスクールを指定されるお考えはないでしょうか。 

 次に、小学校、中学校における携帯電話の携帯の実態はどのようになっていますか。

また、それに対する指導はどのようにされていますか。 

 次に、最近、いじめが原因で不幸にも自殺報道が数々あります。いじめはいじめる側

が100％悪いと私は思っております。教育再生会議におきましても緊急提言を決定し、

発表されましたが、その中にも、提言ではまず、いじめは反社会的な行為として、絶対

許されないとの指導を学校が子どもに徹底するように要請されております。「人類にと

って最大な脅威はどこにあるか。私は、それは人間の心にあると思ってきました。そし

てまた、最大な希望も人間の心にあるのです」とは、インドの人権の闘士、ラダクリシ

ュナン博士が述べておりますが、いじめは子どもの世界だけにあるわけではなく、大人

の社会にも数多くありますが、私たち大人が襟を正さないといけない問題だと思ってお

ります。具体的に１と２の小・中学校における実態と対策はという質問は、もう多くの

議員が質問されておりますので、この項目については取り下げさせていただきます。 

 ３番目、Ｃの教師に対する研修はどのように考え、どのように行われていますか。 

 次に、公園の樹木の刈り込みは進んでおりますが、学校には子どもの姿が見えにくい

高さの樹木が多くありますが、この改善は考えておられますか。 

 次に、子育て支援についてです。だれもが安心して産み育てることのできる子育て支

援体制の充実を図るため、これは町長が本当に子育てしやすいまちづくりという、平成

18年度の予算編成で今行われておりますが、平成19年度もぜひ子育て支援のしやすいま

ちづくりの予算編成をしていただきたいと思っております。 

 具体的な質問でございますが、１、妊婦の健康管理の向上のため、また、経済的負担

を軽減するために、妊婦健診診査受診票の交付枚数を拡大されるお考えはないでしょう

か。 
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 次に、妊婦に優しい環境づくりのために、マタニティーマークの広報・普及に力を入

れるお考えはないでしょうか。 

 ３、乳児の保健師による家庭訪問のときに、産後うつまたは不安定な精神状態の人に

対し、専門スタッフにより指導を実施されておられますが、ヘルプが必要な人に対し、

ホームヘルプサービスを実施されるお考えはないでしょうか。 

 最後に、生活習慣病対策についてでございます。厚生労働省は2002年度から、日常生

活の中での生活習慣病対策を探るため、全国34の自治体でヘルスアップモデル事業を順

次実施してまいりました。本年度、我が海田町におきましてもヘルスアップ事業がスタ

ートいたします。これは100％国庫補助事業で進められる事業と聞いております。複数

年にまたがる事業ですが、平成19年度の事業内容はどのように検討されているのでしょ

うか。 

 以上、質問いたします。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）西山議員の質問の１点目、２点目、４点目、５点目につきましては私から、

３点目につきましては教育委員会から答弁をいたします。 

 まず、行政の見通しについての質問ですが、１点目の電子入札システムの導入につい

ては、９月定例議会で桑原議員に答弁しましたように、導入に多額のコストがかかりま

すし、その後、毎年運営経費もかかってまいりますので、既に導入している自治体の運

用状況等を参考として検討を進めてまいりたいと考えております。 

 ２点目の住民基本台帳ネットワークの活用については、１番目は、県の実施する事業

ですので、県も独自に制度の周知のための広報活動をされると聞いております。本町と

しましても、県からの依頼があれば、協力していきたいと考えております。 

 ２番目の住民基本台帳カードの交付枚数は、11月末現在で152枚となっております。 

 ３番目の住民基本台帳カードの多目的利用につきましては、現在のところ、考えてお

りません。 

 次に、３点目の職員採用計画につきましては、定年退職者の補充調整に加え、業務の

増減及び職員年齢構成のバランス等も考慮して、業務に支障を来さないことを原則に計

画を立てております。また、予定外の退職者が生じた場合にはその都度、計画の見直し

をすることとしております。 

 公園整備についての質問でございますが、公園の死角解消に係るガイドラインの策定
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につきましては、昨今の学童等を対象とした凶悪犯罪の発生が取りざたされる中で、行

政といたしましては、公共施設の防犯性の改善について、民間に先駆け積極的に推進す

るべきであると考えております。町が管理している公園につきましては、これまでに地

域住民の皆様から多くのご意見をいただき、樹木の剪定を行うことにより、すべての公

園について死角の改善がなされるよう努めております。広島市が策定した公園緑地等防

犯ガイドラインにつきましては先進事例として大変興味深いもので、このガイドライン

を参考にし、本町のガイドラインを策定してまいりたいと考えております。 

 ２点目の公園の除草や清掃につきましては、現在、地元の自治会や子ども会、シルバ

ー人材センター等に管理委託を行うことで対応しております。また、除草につきまして

は民間業者に委託し、年間２回の除草を行っております。なお、今年度におきましては、

地域住民によるボランティア活動の一環として、公園の除草活動を積極的に実施してい

ただいている事例もございます。今後とも、住民の皆様にご理解をいただくとともに、

公園の維持管理について地域の力をおかりしながら、よりよい管理に努めてまいります。 

 駐車場使用料の徴収については、岡田議員の質問にお答えしました使用方法を皆様に

周知することにより当面の対応をしていきたいと思いますが、ゲートシステム本体の改

善につきましては、引続き使用者の皆様のご意見を伺いつつ、コストや改善方法等、適

切なものがあれば、検討してまいりたいと思います。 

 子育てについての質問でございますが、１点目の妊婦健康診査受診票の拡大交付につ

きましては、妊婦健康診査は妊婦の健康管理と胎児の発育観察を目的として実施し、そ

の費用の一部を助成するために、これまでは妊娠前期と妊娠後期に各１枚の受診券を交

付しております。しかしながら、妊婦の健康診査には経済的な負担があることから、本

町といたしましては周辺市町の実施状況等を参考にしながら研究してまいりたいと考え

ております。 

 ２点目のマタニティーマークの広報・普及についてですが、マタニティーマークは厚

生労働省において「妊産婦に優しい環境づくり」の一環として本年３月に公表され、広

く国民の関心を喚起することとされております。本町といたしましては、マタニティー

マークは妊産婦に対する理解を深めるために有効な取り組みであると認識しております

ので、広報紙、ホームページ等で普及・啓発に努めていきたいと考えております。 

 ３点目の産後うつまたは不安定な精神状態の人に対してホームヘルプサービスを実施

したらどうかという質問でございますが、出産後間もない母親のうちエジンバラ産後う
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つ病調査で問題がある方につきましては、町の保健師が定期的に訪問するなどの支援を

行っております。しかし、こうした方々のうち、家庭での援助がなく、症状が重い方に

つきましては育児放棄や児童虐待も懸念されることから、ホームヘルプによる家事援助

を行い、育児負担の軽減を図る必要があるのではないかと考えております。このため、

子育て支援ヘルパー派遣事業については、財政状況を勘案の上、検討してまいりたいと

考えております。 

 生活習慣病対策についての質問でございますが、国保ヘルスアップ事業については、

平成19年度は、運動支援、食生活栄養指導を実施するとともに、健康知識の習得、健康

意識の高揚などを図りながら、健康管理の指導者の養成を目指した事業を考えておりま

す。平成18年度の参加者に対してはフォローアップ教室等を開催し、健康づくりに参画

していただけるように計画しております。 

 それでは、３点目につきましては教育委員会から答弁をしますので、よろしくお願い

します。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）学校運営協議会の指定についてお答えします。本年度、文部科学省は尾

道市の土堂小学校など、全国の小・中学校47校を指定しております。現在、学校運営協

議会を導入した学校の調査・研究を行っている段階でございますが、教育委員会といた

しましてはもうしばらく、この様子、実績等を見守りたいと考えております。 

 ２点目の小・中学校における携帯電話の実情と指導についてでございますが、原則と

して小学校・中学校とも携帯電話を学校に持ってくることは禁止しております。しかし、

保護者から子どもの安全確保などのために特に持たせてほしいというような要望があっ

た場合は、例外的に認めている場合もございます。 

 研修でございますが、これはいじめに関係する研修ということで答えさせていただき

ます。それぞれの学校において研修等を実施するとともに、教育委員会といたしまして

も、管理職、主任等を対象にした教職員の研修を実施したところでございます。 

 ４点目の学校の樹木についてでございますが、敷地内には場所に応じ、低木から高木

まで多くの種類の植栽があります。これらの樹木は毎年、定期的に剪定作業を行うこと

で、見通しの確保、景観等を損なわないなど、配慮しながら管理しているところでござ

います。 

○議長（原田）西山議員の質問の中で、町長は第１答弁で答えられましたが、入り口、出
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口の双方向性についてのことを具体的におっしゃられたので、それの回答が……。再質

問でやりますか。じゃ、西山議員。 

○９番（西山）再質問いたします。電子入札は、メリットもあれば、デメリットもあり、

その上にまだ膨大な予算を必要とするということで、当面は導入しないということです

が、計画といいますか、時期を見失うとやはり近隣とも整合性を失っていくようになる

と思われますので、情報には耳をそばだてながら、導入する時期はやはり検討されるべ

きだと思うんですけれども、まず、その点についてはどのようにお考えですか。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）確かに電子入札制度というのは今後導入していく時期を検討する必要

があると思っております。これは県の方のシステムに乗っかるような方向で考えており

ます。ですから、他の市町村の動向を踏まえながら、乗りおくれないような状況で導入

していきたいと考えております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、広島県が来年度より住民基本台帳ネットを活用して本当に随分サー

ビスの向上と、なおかつ徴収の向上を図っての13項目に拡大される方針を固められまし

た。先ほどの答弁では、これは県がすることなので、県が広報しますと。県から要請が

あれば町もいたしますということですが、県が情報公開といいますか、来年の４月に広

報されたら、自主的に海田広報にも掲載されるご予定はないんでしょうか。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）このたびの県のいわゆる住基証明関係の項目追加につきましては、

これについても県に確認しましたところ、今からどういうふうに広報していくかという

のを検討されているみたいです。その情報が入り次第、本町としましても、これは４月

からですから、早い段階に広報等でのＰＲはしていきたいと考えております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、職員採用の件ですが、平成19年９月に21年度までの採用計画を発表

になられておりまして、このときにはまだ平成17年度の早期退職者の数値がもちろん入

っていなくて、そのときには定年退職になられる数はマイナスでの一応計画を立てられ

ておりますが、じゃ、現在、この18年度の計画が崩れたわけですので、現段階において

平成19年度から、一番団塊の世代が多くなる21、22年度までの計画はどのような計画を

立てられておられますか。 
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○議長（原田）総務課長。 

○総務課長（西本）昨年度、早期退職者が予想以上に多かったことに伴いまして、採用計

画の見直しを行っております。お手元に前年採用計画をお渡しして、お持ちですか。18

年度、前回218人でありましたのが209名、18年４月１日でございます。それから、19年

４月１日が216名であったものが209名。20年４月１日が212名であったものが206名。21

年４月１日が210名であったものが203名。22年、これは22年の４月１日の目標を197名

と予定しております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）ただ、これは数値目標だけでして、どこの職場でも採用したらもう100％

その方の能力が発揮できて退職者の代わりができるという能力がないと思うんです。や

はり１年、２年、多ければ３年ぐらい、少なく見ても２年ですね、やはりご本人が持っ

ていらっしゃる能力を発揮して事務執行、住民サービスを思うようにいくためにはやは

り最低でも２年間はその方を育成といいますか、育てないと、私は住民サービス低下、

行政の執行状況が低下していくのではないかと危惧しているんです。ですから、今発表

になりましたこれは全員にお渡しいただいている資料でして、平成17年９月30日現在で

予算特別委員会か何かで配られた資料と確認しているんですけれども、事務職を毎年数

名ずつバランスよく採用計画を立てられているんですけれども、この平成17年３月、18

年３月に早期退職者も含め20名余りが予想もしないような退職が起こっているというこ

とは、前倒しで採用されておかないと、行政の事務執行ができないのではないかと。ま

してや団塊の世代で、今一番大事な人材がこの数年間で40名余りでしょうか、退職され

ますと、その後10年ぐらい採用されておりませんので、がたっと年齢構成も下がってい

くわけですね。そういたしますと、私は来年も含め、数年間でこの採用計画は根本的に

見直されまして育成期間をやはり設けてあげないと、町行政に支障を来すと思うんです

けれども、今話されているこれは17年ですから、採用計画でいきますと17年が３名、18

年が５名、19年が６名、20年が６名、20年に技術職の方が１名となっておりますが、私

はこれは前倒しに採用されて人材を育成し、一流の職員に育てていただきたいと思うん

ですけれども、その計画をされるお考えはないでしょうか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）今、総務課長がご答弁申しましたように、22年の職員総数197という目標

で今から進めてまいります。ご指摘のように、確かに今年度といいますか、３月末で早
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期退職が予想以上の数字に上って、全員で16名の退職ということになったわけですが、

これにつきましては、これに対応するために組織を若干改正させていただいて、課の統

合等、あるいは臨時職員の補てん等での対応で賄ってきておるというような状況です。

確かにベテランの職員がおやめになって新しい職員が入られると、即そのベテラン職員

の代わりができるかといいますと、これはなかなかできないわけでして、そこらで職員

養成についてチューター制度を設けまして、新しい職員にはそれを指導する職員、課の

中で職員の責任者を決めて、早い時期で一人前に育てるような、そういう制度も今年度

から導入いたしております。今ご提案のそうしたご心配は非常にありがたいことなんで

すけれども、とはいいながらも、そういったベテラン職員の仕事をすぐ新職員ではでき

んだろうから、余分に職員をという、これにこしたことはないんですけれども、これは

これからの計画の中で行革の一環として職員数を減らしていくということで、あくまで

職員については197名の目標に向かって進んでいきたいというふうに思っております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）職員は減って臨時職員、嘱託職員を増やすというやり方がいいのか、やは

り正規の職員で行政は仕事をすべきかという論理は分かれると思うんですが、私は22年

には197名で行政をやっていくという姿勢、これはそうされるのなら、それで行政の方

の計画ですから、云々は言えないわけですが、その人数の採用年度数、それをもう少し

前倒しにした方が今後の町行政にとって能率のいい行政ができるのではないかという考

えなんですけれども、それについてはどのようにお考えでしょうか。 

○議長（原田）総務部長。 

○総務部長（園山）一応採用の方針といたしましては、絶対数が対前年の人数を上回らな

い計画にしております。というのは、採用しまして、またセクションに新たに人をつけ

ます。その翌年またそのセクションは人が減るというふうな現象が起こりますので、早

く育てたいのは十分承知しておりますけれども、いっときに多くしますと、その方たち

が退職されるときもまた同じ現象が起きてまいります。ですから、対前年を上回らない

絶対数で少しずつ減らしていく、その中で採用していくという計画でございます。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）今のご答弁なんですが、単独町政があと40年も続くわけはないわけですね、

道州制も入ってきますと。私はその現実にやはり職場……。それと、絶対数を超えない

という考え方は私は見直すべきだと思います。これは強く。もう質問にはいたしません。 
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 次に、職員の採用者の状況なんですけれども、事務職で、あとの専門職の採用計画は

ないわけですが、今から、県から権限移譲が入ります。また、政治というのは生き物で

すので、今からどんどん専門職の雇用も必要になってくると思うんですけれども、その

辺の見通しについてはどのようにお考えでしょうか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）ご指摘のように、今から権限移譲、特に福祉事務所関係が大きな権限移譲

が起こってまいります。そうした中で専門職の雇用が必要になる可能性は十分考えられ

るわけでございまして、それが明確になってくる中でこの採用計画の、一般行政職、あ

るいはそういった専門職等のローリングといいますか、見直しをすることは必要になっ

てくるであろうというふうに思っております。それから、当面専門職に関して申し上げ

ますと、18年度の採用の中で１名、19年度に向かって専門職としての社会福祉士の採用

が必要になってまいりまして、これを急きょ公募するというような状況にもなってきて

おります。全体的には、ただいまご指摘のように、今後の権限移譲の状況に応じて専門

職の採用が必要になってくれば、それはそれを踏まえて採用計画の見直しをしていくと

いうことは起こってきますが、最終的には目標はあくまで、先ほど申しましたような22

年度で197と。行革の計画はこの数字で計画を立てられておりますので、これに向かっ

て目標値にしていきたいというふうには考えております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、配置の問題ですが、適材適所に配置をお考えになっていらっしゃる

と思うんですけれども、男女共同参画社会に向けての方にもリンクしてしまうんですけ

れども、女性の配置といいますか、登用についてはどのようにお考えになっていますか。 

○議長（原田）助役。 

○助役（山本）これは、男性であろうが、女性であろうが、適材適所の配置を、女性だか

らどうの、あるいは男性だからどうのということではなくて、男性・女性関係なしに適

材適所に配置をしていきたい。そこらあたり、適材適所の判断というのは非常に難しい

ところもあるんですけれども、現在、評価制度の中で個人の自己申告、自分はどういう

仕事をしたいということも申告をしていただいておりまして、それがすべてクリアでき

るわけではないんですが、そういった自己申告についても尊重しながら職員の配置を今

後ともやっていきたいというふうに考えております。 

○議長（原田）西山議員。 
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○９番（西山）戻るんですが、先ほど住民カードの多目的利用の計画は現在考えておられ

ないということでしたが、公的認証サービスの活用についての現在の海田町の活用とい

いますか、実態はどのようになっていますか。 

○議長（原田）住民課長。 

○住民課長（植野）公的個人認証サービスのことだと思いますが、これは平成16年から開

始された制度でございまして、住民基本カードを活用し、各家庭からインターネットを

通じて国や県の機関において申請等の手続きを行えるものでございまして、現在、その

対象項目も増えております。その代表的なものは、確定申告をインターネットを通じて

行うというものでございます。海田町におきましても現在、この公的個人認証サービス

を利用できるように、住民基本台帳カードに電子証明を打ち込んだ方が31名おられまし

て、これらのサービスを受けられるようになっております。今後も、この住基カード及

び公的個人認証サービスについては町広報等を通じて普及を図ってまいりたいと考えて

おります。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、公園整備についてですが、今回、公園で草刈りができていないとか、

清掃ができていないとかという問い合わせが例年になくありまして、前議会でも質問さ

せていただいた経緯もありますけれども、答弁では、雨が多かったからということもさ

ることながら、やはりさっきおっしゃいました自治会、子ども会、シルバーさんにいろ

いろな角度でされておりますが、それを具体的にちゃんとされたことをチェックされて

いるのかどうか、この辺の見直しが必要ではないかと思うんですけれども、その辺につ

いてはどのようにお考えでしょうか。 

○議長（原田）都市整備課長。 

○都市整備課長（久保）今申しました自治会、シルバー人材センター、それとか子ども会

に管理をお願いしております。これらにつきましては各管理、月ごとの報告書を提出し

ていただきまして、それをもとに町の方で確認を行っております。草刈りにつきまして

は、大きい部分は業者委託もございます。そういう地域の方々と業者、そういう併用の

中で公園を維持管理してきてまいったわけでございますけれども、先ほどもご指摘があ

りましたように、本年度は特に草の発育時に雨が多くございまして、その管理回数も限

定されておりました関係上、そういう状態が発生した公園もあるということでございま

して、日々の管理につきましては、シルバー人材センターにつきましても、自治会につ
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きましても、委託をお願いしておる範囲の中で管理をしていただいているというのが状

況でございます。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、総合公園の料金システムではなくて、ゲートの入り口と出口が一緒

になっているというような弊害です。今回、指定管理者制度を導入するに当たりまして、

各業者さんにそこを問いただされていますけれども、その各業者さんとも現行のままの

管理の上で入札をかけられているという実態を私は寂しい限りだと思ったんです。本来

なら、業者さんですから、自分が仕事をとりたいから言えなかったのかもしれませんけ

れども、あのゲートシステムでは本来おかしいのではないですかという発言があってし

かるべきだったかなという思いがしているわけですが、今回、受益者負担ということで、

利用してくださる皆様に料金をいただくという形になりまして、その収入が年間数百万

といいますか、結構な金額が入ってまいります。その金額をこの４年間のうちで指定管

理者に、議会の議決が要りますけれども、今日議決がなりますと、指定管理者になられ

たその業者さんと町行政で、そこで精査をされて、この４年間の間では入り口と出口と

は少なからずとも別個にするというゲートに改修するお考えはないでしょうか。 

○議長（原田）建設部長。 

○建設部長（児玉）駐車場システムにつきましては、今の形状で機器等の関係上、出口と

入り口に分けるというのが非常に難しい状況にあります。しかしながら、できる限りの

改善ができるように、指定管理者と相談しながら進めていきたいと思っております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、子育て支援についてでございますけれども、妊婦の健診診査受診票

の枚数拡大の質問をいたしました。これは近隣を調査して、大事なことだから、検討す

るということでございましたが、今回、国の方も、今、厚生労働省が総務省に向けてこ

の拡大は項目の１つに上げておりまして、まだ具体的な当初予算が発表されていません

から、わかりませんけれども、厚生労働省ではこの項目は重大だと認識しておりまして、

総務省の方に今、予算要求はされている段階でございます。これは幾ら予算化がもしさ

れたといたしましても町の負担があるわけですが、国が枚数を増やすという政策を打ち

出した場合に町は速やかに対応されるお考えはあるんでしょうか。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）この受診票の枚数でございますけれども、国の動向等を踏まえな
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がら、また、近隣市町の状況を勘案して研究・検討していきたいと思います。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）それで、近隣の結果ですけれども、今、妊婦さんがお産されるまでに普通

分娩で平均12回は健診を受けられているのが実情でございます。この中の２回といいま

すと、あと10回は個人負担で受診をされていますので、妊婦さんにとってはすごい負担

のかかる健診なんですが、近隣では三次市がいち早く本年度から２枚を６枚に拡大され

ました。隣の府中町では生活保護世帯、所得税非課税世帯、または町民税非課税世帯の

妊婦は４枚追加というのをもう実施されております。少なくとも近隣とおっしゃいまし

て、隣の府中町がまずは一歩踏み出しておりますので、海田町も動向を考えてという考

えではなくて、まず一歩として、この府中町が実施しております、東広島、大崎上島、

三原市、神石高原町、竹原市は４枚追加ですね。庄原の場合は８枚ですね。三次だけじ

ゃなくて庄原と竹原はもう実施しております。国が予算を通さなければ、あとの持ち出

しは全部町の単独になっていくわけですけれども、まず、じゃ、府中町が実施しており

ます、今述べました方については４枚の追加交付は考えられないでしょうか。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）近隣市町ということで、府中町さんにつきましてはそういうよう

なことは承知しておりますけれども、他の広島市さん、あるいは坂、熊野さん等の状況

関係も全体的に総合的に勘案しまして検討していきたいと考えております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、マタニティーマークの活用でございますが、先ほど町長が前向きに

マークの広報・普及には努めていくと答弁をいただきました。最近、インターネットや

新聞等で見かけますと、各自治体でストラップを配布して、もうおなかが大きくなると

皆さんおわかりになりますけれども、ストラップを持っていると自分ですよという考え

で、そういう啓発の方法もあるんですけれども、それと、妊産婦で車を運転する方には

２年間の駐車カードを発行して、今の同僚の渡辺が発言したように、障害者の駐車スペ

ースに、それを車の前に置くと、それはどこに行ってもですね、障害者のスペースに置

けるという方向性を打ち出している自治体もあるわけですけれども、広報とかで普及す

るのではなくて、こういった具体的な方法での普及は町長はどのようにお考えでしょう

か。 

○議長（原田）福祉保健部長。 
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○福祉保健部長（内田）このマタニティーマークの取り組みにつきましては、各自治体い

ろいろ取り組みがあろうかと思います。このマークにつきましては、先ほど町長からご

答弁がありましたように、本年の３月に公表されたマークでありまして、これまでは各

自治体がいろんなマークをつくりながらマタニティーマークとして、妊婦の状況につい

て普及、あるいは、どういう状況かというのを啓発していたと聞いております。当面、

本町としましても、国といたしまして１つの方向性が決まりましたので、まずはこのマ

ークということの普及・啓発に努めていきたいというふうに考えております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）次に、教育問題について再質問いたします。学校運営協議会を活用して、

もっと開かれた学校、コミュニティスクールの指定の質問をいたしました。当面調査・

研究をするというご答弁でしたけれども、先日のいじめ問題で、衆議院の文教委員会で

文部大臣が学校運営協議会の活用を検討した相談体制の構築などを検討するという意向

を明確に発言されております。今から、現在ではまだ40数校しか全国で指定校にはなっ

ていませんけれども、早急に、先ほどの答弁では、私はちょっとあれだったんですけれ

ども、もうしばらくという、このもうしばらくという期間はどれだけを指したもうしば

らくという文言の答弁だったんでしょうか。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）議員もよくこの制度についてはご承知なので、詳しい説明は除きますけ

れども、この制度が導入されたというか、各自治体の中でまだ歴史が非常に浅うござい

ます。何はともあれ、この制度の一番のネックは、人事権にまで内申ができる。俗に言

う、ミニ教育委員会がもう一つできるというようなところが一番ネックになっていると

いうのはご承知だと思うんです。ですから、ここらの検証がまだはっきり我々としても

自信を持って進めようかという、スタートできないところの一番のネックです。ですか

ら、これがはっきり効果がある、効果が期待できるということが我々の中で確認できた

ときからスタートいたします。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）もう１度質問いたしますけれども、しかし、文部大臣が学校協議会の活用

も検討していくと委員会で発言されているんです。だから、これは動いていく可能性は

強くあるのではないかという考えを私はしているんです。そうしますと、わかった段階

でするというんじゃなくて、もう調査・研究の段階といいますか、何かアクションを起
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こして、だから、表面は別ですけれども、内部的には私はアクションを起こす時期が来

ているのではないかと思うんですけれども、その点について教育長はどのようにお考え

でしょうか。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）文部大臣は、こういう制度を使って少しでもいじめ問題等の解決に役立

てば、こういう制度を積極的に導入して使ってほしいと。これを決定するのは各自治体

の教育委員会でございますから、それぞれのところに合った状況で判断してもらいたい

という意思であろうと。我々はそう受けとめております。ですから、今申しましたよう

に、人事内申ができるということは、現在の校長内申なり、教育委員会の内申を束縛す

るような権限があるわけです。尊重しなければなりませんから。ですから、そこらをは

っきり我々がそういう弊害がないと判断できたら、悪い制度じゃありませんから、スタ

ートしたいということでございます。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）最後に、いじめ問題についてですけれども、2002年に文部科学省が実施し

た全国実態調査では、小・中学校の通常の学級に在籍している児童・生徒のうち、学習

障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症などにより、学習や生活の面で特別な教育的

支援を必要とされている児童・生徒が約６％の割合で存在するという結果といいますか、

可能性が示されております。国におきましても来年度から特別支援教育が本格的に実施

されるわけですけれども、現在、いじめに対して学校の、先ほどの答弁では明解な、何

をした、どういう、研修の中身は答弁なさいませんでしたけれども、各学校でこのいじ

めに対してどういう角度から研修をなされたのですか。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）これは国・県等から流れてきた資料をベースにしてやりますものですか

ら、非常に多いと。項目も数も多いものですから、それぞれ１つずつを説明することは

できませんでしたけれども、もし、なんでしたら、その資料はお持ちじゃないとは思う

んですが、事務局の方へ届けておきます。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）なぜこの学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能障害の今在籍していらっ

しゃる子どもさんの全国平均といいますか、述べたかといいますと、いじめの実態の中

でこういう子ども、生徒・児童が対象になっている例が非常に大きいわけです。そうい
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たしますと、今、専門性のある方を急きょ国とか県が派遣と言われても、そういう対象

の先生方はいらっしゃらないわけなんですが、先日のどなたかの議員の質問のときに、

県の制度のＬＤ等の専門家巡回相談事業をやっておりますということですが、具体的に

これはどこをどのようにこの県の事業を取り入れられたんでしょうか。 

○議長（原田）学校教育課長。 

○学校教育課長（青木基秀）この制度につきましては、各学校とも現段階では１回以上、

合計合わせて７回実施をしておるところでございます。内容につきましては、教職員か

らの相談であるとか、具体的な子どもの事案にかかわっての研修という内容でございま

す。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）じゃ、７回、県から派遣をしていただいたということですね。それで、今

までなぜこういう生徒・児童が授業でおとなしくできないのかというのが、この数年前

からこういう見えない障害があるというのがわかってきたわけですけれども、私は来年

度から数年間は学校の教師の研修、大きいパーセントを占めてこの障害の研修を実施す

る必要性を感じているんですけれども、その辺について実施されるお考えはないでしょ

うか。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）これもいじめとかというより特別支援の感じだろうと思います。ＬＤと

かいうのは、障害者と、障害を持たない子どものちょうど間ぐらいといいますか、最近

になってこういう区分けがなされるようになったところでございます。非常に対応も多

岐にわたりまして、専門性を要する作業になると思います。ですから、来年４月からこ

の特別支援の事業が始まりますけれども、これは久留島議員のときにお話ししたと思う

んですが、来年４月からやられるので、現在では各学校ともコーディネーターの選任、

それから、これも個別に当たりませんから、チームをもって当たるようになりますので、

委員会の設置等の準備をして備えているところです。その委員会等の中では当然子ども

たちの対処方法であるとか、未来にわたってどういうふうに指導していったらいいのか

というような研修は行われますので、議員がおっしゃるような研修は中で行うようにな

ると思います。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）ちょっと角度が違うんです。そういった生徒・児童さんがいじめの対象に
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なる場合が多々あるんです。ほかの場合もあるんですけれども、報道とかいろいろ調

査・研究をしていきますと、そういった特別支援教育を受けないといけない生徒・児童

さんがいじめに遭う確率が高いので、そういう専門家とかチームに任せておくのではな

く、全教師、全職員がそういった子どもさんの本質といいますか、扱い方、その研修を

もっと重点的にされてはどうなんでしょうかという質問なんですけれども、その点につ

いてはどのようにお考えですか。 

○議長（原田）教育長。 

○教育長（正木）いじめの対応の研修ということでしょうか。これは、いじめ問題につい

ては今のＬＤ等々の子どもたちに限らず、すべてのいじめられておる人たちに対しての

研修ですから、いじめの形態はたくさんありますから、その中の１つとしてとらえてお

ります。 

○議長（原田）この際、暫時休憩をいたします。再開は13時。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午前１１時５８分 休憩 

午後 １時００分 再開 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）休憩前に引続き本会議を再開いたします。 

 一般質問を続行します。13番、前田議員。 

○１３番（前田）13番、前田です。まず、予算の執行についてということでお尋ねいたし

ます。過去にも委員会等で、予算と執行額との差異が極力出ないようにというようなこ

とでいろいろ要求、注意をしておりますが、今回もこのようなことが起きておるようで

あります。瀬野川左岸整備工事において、当初予算5,000万円、これが3,600万円で落札

したと聞いております。それに至る経緯として、最初の入札といいますか、最初のメン

バーでの入札が4,230万円で不調、メンバー組みかえというふうに聞いております。そ

して、組みかえメンバーで行った入札が3,600万円で落札だというふうに聞いておりま

す。それが執行予算の93％の落札率であるとも聞いております。どうして当初予算が

5,000万のものが3,600万円で落札率が93％になったのか、まず、その経緯の説明を求め

ます。 

 そして、予算と落札額との差異が大きいことによって、当初本町が要求するだけの竣

工が得られるのかどうか。強度等その他いろいろあると思いますが、要求するものと完
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成物との差異が出るのではないのか。また、予算時には３日も４日もかけていろいろ予

算審議するわけでありますが、その予算審査と執行予算との差異についての意味といい

ますか、どういうことでこういうふうになるのかの説明を願うものであります。 

 次に、風邪の予防接種についてでありますが、昨年までは直接病院といいますか、医

院に行けば接種が受けられたと聞いております。今年は保健センターの青い用紙という

ことで、それを持っていかないと3,000円の接種料を取られるということであります。

保健所に行って用紙をもらって行けば1,000円で接種が受けられるということでありま

す。いろいろ広報等でも周知はあったものと思いますが、高齢者にはなかなか理解がさ

れていないようであります。今後もこういうような高齢者に不便のないような配慮をす

るために、医師会等との横の連絡を十分にとった施策はできないものか、尋ねるもので

あります。 

 最後に、循環バスについてでありますが、巡回バスの速度が異常に速いのではないか

と思います。私もいろいろ皆さんから聞いて、試しに巡回バスに乗ったのでありますが、

旧道に至っては50キロぐらいのスピードで走っております。バスの運転手はもともと大

型バスの路線バスの運転経験者ではあると聞いておりますが、多少小さな車になったか

らといっても、道幅に対しての車の幅も相当あります。このようなハイスピードといい

ますか、50キロにも近いような速度で走ることは事故の誘発につながるものであると思

いますし、また、そのような時間設定を本町も一緒にやるということは、事故その他の

場合に町にも道義的責任があるのではないか、このようにも考えます。今後このような

ことがないようにするためには、バスの巡回ルート、あるいはその他いろいろ検討する

必要があるんじゃないか。ここでは書いておりませんが、検討委員会等の意見をもっと

聞くべきではないか、このように思います。以上であります。 

○議長（原田）町長。 

○町長（山岡）前田議員の質問に答弁をいたします。 

 まず、予算の執行についての質問ですが、ご質問の入札は瀬野川左岸排水区中雨水幹

線新設工事に係るものでございます。下水道課が予算の範囲内で作成した設計書に基づ

き、海田町建設工事入札執行規程に則り、予定価格及び最低制限価格を設定し、８月31

日に入札を行いました。いずれの業者も予定価格を超える金額で入札したため、不調と

なりましたので、海田町建設工事入札執行規程に基づき、直ちに業者の指名がえをおこ

ないました。９月11日に前回と同じ予定価格及び最低制限価格で入札した結果、予定価
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格と最低制限価格の範囲内となる金額での入札がありましたので、そのうちの最低金額

で入札をした業者を落札者として決定したものでございます。 

 次に、本件は、5,000万円の予算で実施設計書を作成し、1,400掛ける1,400のボック

スカルバートを約69メートル布設するものとして入札を行い、3,600万円で落札され、

3,780万円で請負契約を締結したものでございます。また、この金額で要求したものが

できるのかとの質問でございますが、本町は品質の確保、労働災害の防止、疎漏工事の

防止等の観点から最低制限価格を設けており、その範囲内での落札でございますので、

本町が要求するものはできると判断しております。 

 予防接種についての質問でございますが、これまでは町と医療機関とで個別に委託契

約を締結し、予防接種を受けることとしておりましたが、医療機関との契約に日数を要

し、希望される日に接種ができないなどの不便がありました。このため、本年度から県

医師会及び国保連と契約を行い、予防接種券を持参すれば、県内の医療機関でいつでも、

どこでも接種できるよう、予防接種の広域化を図ったところでございます。しかしなが

ら、町内の医療機関には事前に予防接種券を配布していることから不要なものの、町外

の医療機関で予防接種を受けられる方に対しては保健センターで予防接種券を受け取ら

なければならないなどの不便さも生ずることになりました。こうしたことから、ご指摘

のように、一部の高齢者の方に対し配慮を欠く結果となりましたので、海田町近隣の医

療機関にも事前に予防接種券を配布するなど、改善をしてまいりたいと考えております。 

 町内循環コミュニティバスの件についてでございますが、バスの時間設定の基本的な

考え方について芸陽バス株式会社に確認したところ、旅客自動車運送事業運輸規則によ

り、各停留所に掲示した発車時刻前の発車、いわゆる早発が禁止されているため、渋滞

や信号待ちなどの影響は考慮せず、交通が円滑に流れた場合の所要時間に基づき、ダイ

ヤを設定しているとのことでございます。現在のダイヤはこの基本的な考え方を踏まえ、

運行主体である芸陽バス株式会社が長年の実績や経験に基づいて設定したものであり、

問題はないと考えております。また、循環バスを運行するに当たっては安全性を第一に

考え、専門のバス事業者である芸陽バス株式会社に運行をお任せしております。なお、

万一交通事故が発生し、第三者に損害を与えた場合でも、芸陽バス株式会社との間で交

わした協定では、芸陽バス株式会社が一切の責任において解決し、損害賠償を行うこと

となっております。本町としては、今後とも事故等が起こらないよう、芸陽バスに対し、

引続き安全運転について強く働きかけをしたいと考えております。 
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○議長（原田）前田議員。 

○１３番（前田）再質問を行います。まず、今の予算の執行ということでありますが、当

初予算、町長がおっしゃるように5,000万ということでありますが、思ったより安くで

きるということになれば、いわゆる東公民館の浸水対策解消ということも考えるとき、

現時点から東公民館ぐらいまではまだ１キロ以上ぐらいの距離があるわけですね。せっ

かく認めた予算でありますので、いち早くその工事を完成さすというか、進行さす意味

から、残りの予算でいきますと、まだ四、五十メーターぐらいが施工できる。それは別

として、少なくとも何がしかのメートル延長ができるわけなんですね。残して、その予

算がどうなるのか。財調に持っていくのか、どういうふうにされるのかは知りませんけ

れども、どうもただ単に予算を残しただけというふうに私は理解しておるんですが、な

ぜ一日も早いそういう浸水対策を講じないのかというようなことで、予算についてのこ

とで１つ尋ねてみます。 

 風邪についてはそういうことで、医師会と相談されたということですから、今後もこ

のようなことがあるとすれば、先ほども言いましたように、高齢者は多少の町内放送、

あるいは広報等では非常に理解はしにくいと思います。我々もそういうところもあるか

もわかりませんが、そのためには、例えばいろんなことですが、これには限りませんけ

れども、町内放送でも１回だけというんじゃなくして、物によっては３回ぐらい、３日

間ぐらい続けて、そういうようなやり方とか、あるいは広報、別の方法があれは、そう

いう手段で周知徹底される、これは要望でもいいんですけれども、その辺の考えがあれ

ば、お聞かせ願いたい。 

 そして、巡回バスですけれども、安全には十分留意しておる、安全第一でやっておる

んだということですが、非常にあのバスの速度、町長は乗ってみられたかどうかは知ら

んのですが、後ろの方に乗れば比較的視線の位置が、角度が違うので、幾らか楽かもわ

からんのですが、少なくとも乗り口から前の方に乗るときにはかなり危険な状態といい

ますか、危険を感じる場合が相当あります。私も試しに乗ってみたんですが、わからず

に町民からの苦情だけを聞いてここで偉そうに言うておってもわかりませんので、実際

に運転手の横のあたりに乗ったらどうかと思うわけですが。 

 そういうことで、これは私の方でここではＮさんということで、仮称ということでお

尋ねしますが、役場の方にも何回か直接電話をされたということですから、担当課はそ

れなりに、Ｎさんということになれば覚えがあるかもわかりませんが、こういう方から
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このような投書をいただいております。幾つか言いますので、メモをとりながら聞いて

もらいたいと思います。検討委員会の委員は７名。７名で全町の町民の要望が聞けるの

かどうか、こういうことがまず１つであります。そして、あわせて検討委員会の、ここ

では議事録となっておりますが、議事録でも会議録でもいいんですけれども、そういう

ものをインターネット等で見せていただくと、審議委員会の委員さんの個人周辺の住民

の声を代弁するような発言が非常に多いんだと。審議委員さんは近所の人の利害のため

にやっておるのか、どうなのかということであります。町民を代表する審議委員が、自

分の周辺の人がこうだから、これでどうなんだろうかと。こういうことでは審議委員会

の役はなさんのではないか、こういうことであります。その辺について町長はどういう

ふうに考えておられますか。 

 さらに、アンケートの回収率は８％ということで書いておるんですが、アンケートに

ついては、同じ人が何度も乗車して回答するのであったら、パーセンテージもその程度、

七、八％のものであろうし、同じ人が10回、20回アンケートを投書したとしても何の意

味もないのではないか、こういうことであります。バスを全く利用できない人たちの声

をどのように把握したか、このようなことです。 

 さらに、総合公園はイベント等があるときには随分の人が利用されますが、平生はそ

れだけ利用されるのかどうかということで、巡回バスの一部はそういうことで非常にコ

ース的には難しいと思いますが、それなりのコースといいますか、いろいろコース設定

をしてはどうかと。何も空のバスを総合公園までたびたび走らす必要はないんじゃない

か、こういうことであります。先日も、先月25日じゃったですか、たまたま私が、旧道

を走る便がありましたら、朝８時40分ぐらいですが、路線バスが私の前を走っておりま

した。私の後ろに１台乗用車を挟んで、その後ろにいわゆる巡回バスがおったわけです

が、路線バスに乗る人はだれもおらないんですね。すぐ２台後ろには巡回バスが見える

ので、皆さんその方にお乗りなんです。それがどういう意味で何が言いたいかというと、

そういうことが芸陽バスの、いわゆる路線バスのコストアップにつながっておるんじゃ

ないか。もうちょっとわかり安く言うと、そのことが巡回バスの料金設定といいますか、

巡回バスの請負単価の設定になっておるんじゃないか、こういうことなんです。要する

に、路線バスで赤字が出るから、そのものの補てんをするために巡回バスの料金を高く

しておるんじゃないか、こういうようなことも考えます。これについてどう思うか。 

 それから、まとめて最後の質問でありますが、いろんなことを考えると、町内で利用
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できない地区が随分多くあります。利用できるところは逆に路線バスのところとかそう

いうことで、例えばバイパス、新道のあたりの人たちはまずバスを利用することがあり

ません。こういうことです。そういう税金の公平さということから考えると、１便200

円でもいいんじゃないか、こういうような言い方もされております。特定の人だけが恩

恵を受けて、ほとんどの町民が恩恵を受けられないような巡回バスは必要ないんじゃな

いか、こういうような言い方をされております。これについてどうなんだろうかという

ことで、あわせて海田市駅に待機するタクシーは、夜遅くても乗車される方も少ない場

合もあります。ここらと何かをやる考えはないか。以上のようなことが投書として来て

おります。これについてどのようにお考えか、お尋ねいたします。 

○議長（原田）建設部長。 

○建設部長（児玉）１点目の下水道工事の関係ですけれども、予算から言いますと、請負

額の関係上、残事業が約1,200万ございます。このものにつきましては、議員ご指摘の

ように、前倒し事業として、この年度にある程度予算消化のところまでやっていきたい、

はっきり言えば、設計変更を行って事業を進めていきたいということでございます。 

○議長（原田）企画課長。 

○企画課長（大久保）今の循環バスについてのご質問でございますが、これは町民のある

方のお電話でお問い合わせをいただきました。それに対して懇切丁寧に１時間ぐらい回

答させていただいております。それでもなおかつ納得されずに、このようなメールを町

にいただいたものでございます。したがいまして、これは議員がおっしゃいました各項

目についてはすべて誠意を持って回答しております。 

○議長（原田）保健センター所長。 

○保健センター所長（岡田）住民に対する周知でございますけれども、広報等を使って住

民の方に十分周知していただくよう、また努力していきたいと考えております。 

○議長（原田）これにて一般質問を終結いたします。 

 暫時休憩をいたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後１時２０分 休憩 

午後２時４０分 再開 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）休憩前に引続き本会議を再開いたします。 
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 日程第２、第67号議案、広島県後期高齢者医療広域連合の設立についてを議題といた

します。町長より提案理由の説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第67号議案、広島県後期高齢者医療広域連合の設立について。平成20年４

月から創設される後期高齢医療制度の事務を広域的に処理するため、規約を定め、県内

すべての市町で組織する広島県後期高齢者医療広域連合を設立するものでございます。

内容につきましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長（加藤）それでは、第67号議案、広島県後期高齢者医療広域連合の設立に

ついてご説明いたします。議案書の３ページをお願いいたします。あわせて、資料１

「後期高齢者医療制度の創設について」をお願いいたします。 

 まず、議案書の広島県後期高齢者医療広域連合の設立につきましては、地方自治法の

規定により、平成19年２月１日から海田町ほか広島県内22市町の後期高齢者医療に関す

る事務の一部を広域にわたり処理するため、規約を定め、広域連合を設立するものでご

ざいます。 

 次に、制度の概要等につきまして、資料１の「後期高齢者医療制度の創設について」

により説明をいたします。この制度は、平成18年２月10日に通常国会に提出され、６月

14日に成立した健康保険法等の一部を改正する法律により、現在、老人保健制度で医療

を受けている75歳以上の高齢者等について、平成20年度から新たな独立した医療制度に

より、都道府県ごとに全市町村が構成団体となる広域連合により医療事務を処理するも

のでございます。 

 次に、２の「老人保健制度と後期高齢者医療制度の比較」についてでございますが、

区分１から８までの現行老人保健法に対する改正後について簡単にご説明しますと、区

分１の「根拠法令」は、老人保健法が廃止になり、高齢者の医療の確保に関する法律

（平成20年４月施行）となります。次に、区分２の「運営」は、広島県内23市町を構成

団体とする広域連合が運営主体となります。次に、区分３の「被保険者」は広島県内全

域が対象となります。次に、区分４の「負担割合」、これは運営のための財源というこ

とでございますが、現行との違いは、被保険者一人ひとりが保険料を納付されることと

なります。この割合が１割、これに伴い、現役世代からの支援が現行５割から４割、公

費は現行と同じ５割となります。次に、区分５の「一部負担金」、これは被保険者が医

療を受けられたときに支払われる自己負担ですが、これは現行どおり１割、３割となり
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ます。次に、区分６から区分８までの保険料に関するものについては、現行の該当なし

に対し、「保険料」は広島県全域23市町が基本的に均一の額となり、「保険料軽減措置」

は国民健康保険と同様に、所得に応じ、７割、５割、２割の軽減、また、現行の国保等

各医療制度で保険料の負担がなかった方は２年間を半額とする軽減措置がとられます。

「保険料徴収方法」につきましては、介護保険同様に、表のとおり、年金からの特別徴

収の納付と、納付書による普通徴収となります。 

 続きまして、２ページをお願いします。３の「広域連合設立等における各市町のスケ

ジュール」でございますが、まず、この12月議会に広域連合の設立及び現在設立に向け

て準備を進めております準備委員会等に係る費用の分賦金の補正予算を提出させていた

だいております。次に、年が明けて19年１月、規約の決定と、県知事へ広域連合設置の

許可申請を23市町の長の連名で行います。続いて２月に、構成団体23市町の首長の中か

ら広域連合長を首長による選挙で選出いたします。続いて、３月議会において19年度の

広域連合運営に係る分賦金の当初予算を提出させていただき、また、広域連合議員とし

て海田町議会議員の中から１名の選出をお願いすることとしています。 

 次に、議案書の３ページに戻りまして、広島県後期高齢者医療広域連合規約について、

これまでと内容が重複する部分があると思いますが、主なものについてご説明いたしま

す。まず、１条の「広域連合の名称」は広島県後期高齢者医療広域連合。第２条の「組

織する地方公共団体」は広島県内23市町。第４条の「広域連合の処理する事務」は、

（１）から（５）にありますように、被保険者の資格及び財政等管理事務を処理するも

のでございます。次に、一番下の第７条「議会の組織」は定員が28名で、高齢者人口の

割合に応じて広島市が４名、福山市と呉市が２名、その他20の市町が各１名を各市町議

会から選出することとしております。次に、第11条の「執行機関の組織」は、広域連合

長を23市町の首長の中から選挙で選出、副広域連合長５名を連合長が広域連合議会の同

意を得て選任いたします。次に、５ページの下にあります17条「経費の支弁の方法」は、

（１）の「市町の負担金」から（４）の「その他の収入」となっておりますが、そのう

ち（１）の「市町の負担金」につきましては、７ページの中ほどの別表第３（第17条関

係）にあります区分の中の「共通経費」は、広域連合を構成する関係市町等からの派遣

職員の人件費や事務費に当たる費用で、均等割として10％を23市町で頭割り、50％を高

齢者人口、40％を人口の割合で負担するものでございます。以上で説明を終わります。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま
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す。佐中議員。 

○１５番（佐中）15番、佐中です。先ほど説明をいただきましたが、資料１で改正後の１

割負担の中に現役並３割というのがありますが、これは具体的にはどうなっていくのか。

私が知る範囲では、国保の医療のそれに該当すると、ひとり暮らしは380万円、夫婦で

520万円以上がその３割に当たるのかどうか、これがまず１点。 

 ２つ目には、広域連合の医療制度の中で、お年寄りが増大して医療費がかさむ等によ

って自動的に値上げになるのではないか、こういうおそれがあるが、これはどうなのか。 

 ３つ目には、先ほど減額措置という説明を受けましたが、中には大幅に減る人もおる

だろうし、しかし、該当者の中には大幅に負担をする人も出てくると思うんです。そう

した場合の激変緩和、この措置はどうなっていくのか。 

 ４つめには、広域連合の医療と現役の保険医療、これは医療機関によっていろいろ差

が出てくる、また、差をつけようとする、こういう動きが私は懸念されるわけです。そ

のことによって医療が差別を受ける、こういう事態が発生する可能性が大というように

思うんですが、この辺はどのようになっていくのか、お尋ねします。 

○議長（原田）高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長（加藤）１点目の３割負担は、先ほど議員さんがおっしゃられましたよう

に、現役並の所得として、同一世帯で課税所得が150万円以上の所得のある方で、単身

世帯の場合が383万円以上、２人以上の世帯で520万円以上ということになっております。 

 ２点目の医療費の料の値上げということですが、これはまさに医療費がかさむという

ことで、対象者の後期高齢者を構成されておる皆さんでここの部分を負担していただく

ということで、そういうこともあり得るということでございます。 

 ３点目の激変緩和につきましては、今まで国保等により保険料を負担されていなかっ

た方たちにつきましては、２年間を２分の１の料として賦課をするということになって

おります。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）４点目の現役世代と高齢者世帯の医療での差が出るということで

のご質問でございますけれども、今回、国におきましては、75歳以上の方につきまして

は、もう既にそういうような現役として働いている実態が少ないこと、また、医療にお

ける治療関係が中心に増えてくるという状況からも、こういう医療制度を設けまして、

医療を受ける方については当然受けられるような仕組みになっておりますので、この制
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度を設けることに伴って差が出るということは現段階では想定されないと聞いておりま

す。 

○議長（原田）佐中議員。 

○１５番（佐中）問題なのは先ほど最後の答弁があったところなんですね。私がずっと調

べていく中で、やっぱり最後のねらいはそこなんですね。お医者さんに患者が医療の抑

制をさすような仕組みをするのが１つのねらい。もう一つは、例えば注射１本1,000円

か、1,000円は多分100点に計算するんだと思うけれども、現役の労働者については100

点をつけるが、今の75歳以上の後期の高齢者については70点とか80点とかという、そう

いう点数の評価で、お医者さんがもうけないような仕組み。そうすると、なかなか、医

療費を上げてもらうのか、それとも治療を下げるのかということが出てくる、私はそれ

が今一番心配だというように思うんです。もちろん掛け金の問題も出てくるんですが、

最後に行き着くところはそこだろうと思うんです。俗に言ううば捨て山という、そうい

う制度がなされて企業の負担も少なくしていくというのがその制度だという、そこが私

は一番懸念するところなんですが、その点は、もう１遍お尋ねしますが、どうですか。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）いわゆる今回の平成20年に向かっていく医療制度改革の中の診療

報酬体系の改革の部分かと思いますけれども、これにつきましては現段階でその詳しい

状況関係は入っておりませんけれども、医療全体としていわゆる医療給付の見直し、医

療病床の改革、それから、先ほどありました診療報酬体系の見直し、今回の医療制度自

体の見直し、これに基づきまして、全体的な医療費が上がっていく中でも、こういう４

つの改革をすることによって若干なりとも医療費を減らしていこうというのが国の考え

だろうというように聞いております。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「はい」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論があるようですので、討論を行います。まず、反対討論を許します。

佐中議員。 

○１５番（佐中）広島県後期高齢者医療広域連合の設立について。これは法により規約を

定め、広島県後期高齢者医療広域連合を設立する、こういう議案に反対討論を行います。 
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 まず、６月の国会で自民・公明が強行成立させた医療改悪法に基づき、2008年４月か

ら75歳以上の高齢者を対象にした新たな医療保険制度、これが後期高齢者医療制度であ

ります。運営主体は新たにつくられる広域連合で、都道府県単位で全市区町村が加入す

るという仕組みですが、多くの問題があります。 

 まず、後期高齢者医療制度、75歳以上の高齢者が現在加入している国民健康保険や組

合健保などを脱退させられ、後期高齢者だけの独立した保険が創設されることになりま

す。保険料徴収は市町村が実施、財政運営は都道府県ごとに全市町村が加入する広域連

合が行おうとされております。それと同時に、保険料は75歳以上すべての高齢者を対象

に年金からの天引きで徴収するとしております。一部で減免措置をとりますが、今まで

75歳以上には適用してこなかった滞納者に対する保険証の取り上げ、あるいはペナルテ

ィーも実施するため、高齢者から容赦なく取り立てる制度とされております。すべての

後期高齢者が介護保険と同様の年金天引き方式などで保険料を徴収されます。保険料は

高齢者数の増大に応じて自動的に値上げされます。保険料の滞納者は保険証を取り上げ

られ、短期証や資格証明書が発生することになります。また、後期高齢者は診療報酬も

他世代と別建てにされます。後期高齢者の心身の特性にふさわしい診療報酬体系を口実

に、診療報酬を引き下げたり、あるいは手抜き医療になる危険性があります。 

 厚生労働省は９月中に全都道府県で広域連合設立に向けた準備委員会の設置を完了す

るように求めました。さらに、広域連合設立規約を各市町村で12月議会で決議し、07年

２月までに都道府県の許可を得て広域連合を発足させる仕組みです。広域連合は独自の

議会を設置し、保険料などの条例を定めます。議員選出方法は、制度上は住民の直接選

挙も可能です。しかし、現実には無理で、実際は市町村議会などで間接選挙になると想

定しております。現に規約はそうなっております。このため、広域連合議会の構成は、

首長、助役、市町村議会の議長などで占められ、住民が運営に参加できる仕組みは困難

になっております。住民との関係が遠くなる一方、国には助言の名をかりた介入や、財

政調整交付金を使った誘導など、大きな指導権限を与えております。このままでは広域

連合が国言いなりの保険料取り立て、給付抑制の出先機関になるおそれがあります。も

ともと広域連合というのは廃棄物問題など広域的に処理されることが適当な事務を複数

の市町村で行うとして、1994年の地方自治法改正で導入された制度であります。総務省

によれば、介護保険、ごみ処理、汚水処理、消防などを行う広域連合は34都道府県に82

連合でつくられております。本来、広域連合は市区町村から自発的に発議するものです。
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これまでの広域連合は市区町村の判断で脱退もできました。ところが、新しい広島県後

期高齢者医療制度は従来の広域連合と違い、法律によって市区町村に広域連合加盟を義

務づけました。高齢者に保険料値上げや差別医療を押しつけるための内容やスケジュー

ルを一方的に決めて、脱退も認めないというのは、地方自治の建前にも反する問題であ

ります。 

 もう一つは、この後期高齢者医療制度は、現役世代と後期高齢者は診療報酬も別建て

となり、後期高齢者の治療や入院の報酬引き下げ、医療内容を切り詰める高齢者差別医

療が公然と行えるようになります。このことは社会保障審議会の特別部会で、75歳以上

の診療報酬を定額制として医療に制限を設ける方法で検討しております。 

 もう一つの問題は、これまで財界は、現役世代と高齢者が同じ医療保険に加入し、各

保険者が労使折半の拠出金を出し合って高齢者医療を支える現行の制度に異議を唱え、

高齢者医療を現役世代の保険から分離せよとたびたび要求しておりました。さらに、財

界は支援金の企業負担をなくして労働者負担のみとし、公費には消費税を充てよと要求

しております。このことは、大企業の拠出のない高齢者医療制度をつくる第一歩となり

ます。現役世代の医療費に使われる一般保険料と、高齢者医療支援に使われる特定保険

料に分けられ、給与明細にも明示されることになり、現役世代と高齢者の分断をねらう

手法が貫かれております。 

 以上の点、反対討論を申し上げ、意思表明を終わります。 

○議長（原田）続いて、賛成討論を許します。西山議員。 

○９番（西山）９番、西山です。第67号議案、広島県後期高齢者医療広域連合の設立につ

いて、賛成の立場から討論を行います。 

 今回の賛成討論をするには本当に心が痛みます。介護保険料が年金から徴収され、こ

のたびまたこの医療制度が創設されますと年金から徴収されるわけですから、年金生活

者にとってこれほど痛みのある改革はございません。しかし、日本は世界にまれに見る

少子・高齢化社会を迎えております。現行でいきますと75歳の方以上で一部負担を除く

わけですけれども、今回の制度では75歳の方から保険料を１割負担していただこうと。

この１割は、少子化が進んでおりまして、働き手がいなくなれば、今の働く現役世代の

負担をどこまでも大きくせざるを得なくなります。そうすると、若者が、働く世代の方

が意欲を持って働くことができない世の中になってしまいます。今の年金制度はある程

度、掛けた年金はいただけるという制度になっております。また、毎年、現行でいきま
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すと一般会計から老人保健の拠出金額は年々数千万ずつ上がっております。この一般会

計を圧迫しているある程度の歯どめは必要でありますし、年金をいただいている方から

は、やはり医療を受けられたら医療費の一部は負担をしていただくという制度ですので、

これは高齢者の医療の確保に関する法律が根拠となっておりますので、賛成をいたしま

す。 

○議長（原田）ほかに討論がございますか。西田議員。賛成討論ですか。どうぞ。 

○４番（西田）それでは、広島県後期高齢者医療広域連合の設立に関して賛成の立場で討

論いたします。 

 今回の改正は、老人保健法から高齢者の医療保険に関する法律の改正であって、それ

が第１点。第２点目は、この法律は基本的には今後医療費が膨らむ中で医療費を確保す

るということが基本にあるということと、第３点目としましては、広域連合に基づいて

効率的な事務処理をすることにより費用の軽減を図っている点を評価し、賛成の立場で

討論を終わります。 

○議長（原田）ほかに討論がございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第67号議案につい

て起立により採決を行います。お諮りいたします。 

 第67号議案は、原案のとおり決するに賛成の皆さんの起立を求めます。 

（賛成者起立） 

○議長（原田）起立多数と認めます。よって、第67号議案は原案のとおりこれを決します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）日程第３、第68号議案、広島県市町公務災害補償組合を組織する地方公共

団体の数の増加及び組合規約の変更についてを議題といたします。町長より提案理由の

説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第68号議案、広島県市町公務災害補償組合を組織する地方公共団体の数の

増加及び組合規約の変更について。広島県市町公務災害補償組合を組織する地方公共団

体に広島県後期高齢者医療広域連合が平成19年２月１日から加入することに伴い、組合

規約を変更するものでございます。内容につきましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）総務課長。 

○総務課長（西本）それでは、第68号議案、広島県市町公務災害補償組合を組織する地方
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公共団体の数の増加及び組合規約の変更についてご説明いたします。議案書８ページと、

あわせて資料２の「広島県市町公務災害補償組合規約新旧対照表」をお開きください。

今回の組合規約の変更につきましては、組合を組織する地方公共団体の数に新たに広島

県後期高齢者医療広域連合が加入することにより、資料２の「新旧対照表」の第２条の

とおり、「一部事務組合」の後ろに「広域連合」を加えるものでございます。また、下

段の別表についても、組合を組織する地方公共団体に新たに「広島県後期高齢者医療広

域連合」を加えるものでございます。また、第３条第１項の変更につきましては、消防

組織法等の一部改正により、引用条項を整理するものでございます。第３条第２項につ

きましては、共同処理する事務に新たに「広域連合」を加えるというものでございます。

以上、簡単ですが、説明を終わります。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま

す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第68号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第68号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第68号議案は原案のとおりこれを決します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）日程第４、第69号議案、公の施設の指定管理者の指定についてを議題とい

たします。町長より提案理由の説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第69号議案、公の施設の指定管理者の指定について。海田総合公園の指定

管理者の候補者を選定したことに伴い、指定管理者として指定するため、議会の議決を

求めるものでございます。指定の相手方は興国園芸株式会社でございます。内容につき

ましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（木原晴彦）それでは、第69号議案、公の施設の指定管理者の指定

についてを説明いたします。議案書の９ページをお願いいたします。公の施設の名称は
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海田総合公園です。指定の相手方は広島市安佐北区亀山７丁目９番45号、興国園芸株式

会社代表取締役、林紘太郎。指定の期間ですが、平成19年４月１日から平成23年３月31

日までの４年間といたします。 

 恐れ入りますが、続きましては資料３で説明いたします。資料３の「海田総合公園に

係る指定管理者候補者の選定について」をお出しください。 

 まず、１つ目の「募集の概要」ですが、10月５日木曜日から10月20日金曜日の間、申

請書の受け付けをいたしましたが、４団体から申請がありました。申請者は安芸管理サ

ービス、海田町シルバー人材センター、カジオカエルエイ、興国園芸でございます。 

 ２番の「審査の概要と結果」ですが、海田総合公園指定管理者候補者選定委員会を設

置し、審査いたしました。委員構成は、町職員４名、税理士１名、利用者代表として１

名、計６名でございます。選定に当たっては、提出されました書類の審査を行うととも

に、申請者から説明を受け、各委員が採点を行い、評価項目ごとの平均点を算出し、合

計した点数が最も高いものを指定管理者候補者として選定いたしました。選定委員会の

開催状況ですが、第１回目を11月９日に行いました。各申請者から提出されました資料

につきましては、１週間前に各委員に配付しておりましたので、概略を説明した後に申

請者各１社ごとに説明を受け、質疑を行いました。11月15日に２回目の選定委員会を開

催いたしました。１回目のプレゼンテーション、事業説明ですけれども、これを参考に

再度提案書を確認、審査していただき、採点表を提出していただきました。集計を行い、

候補者を選定いたしたものでございます。審査の結果、指定管理者候補者として興国園

芸株式会社を選定いたしました。施設の有効活用に35点、申請者の管理能力に35点、管

理経費の削減に30点の配点で評価を行い、それぞれの評価項目において興国園芸が高得

点でございました。管理経費上限額を6,570万円で設定しておりましたが、各申請者か

らの提案額は、興国園芸が5,383万、Ａ社が5,770万、Ｂ社が5,544万、Ｃ社が5,933万

2,000円でございました。町といたしましては管理経費の削減を４年間で1,100万円、１

年間で平均しますと275万円を見込んでおりましたが、選定の結果、４年間で2,287万円、

１年間で平均571万7,000円の削減が図れるものでございます。ただし、50万円を超える

修繕料、備品購入、公用車の保険料、車検費用、建物災害保険料は町の予算として組む

予定でございます。また、現在、自治会などの利用や体育協会の大会など、公園などに

よりまして町の減免基準に基づき使用料を免除しておりますけれども、この減免分につ

きましては別途町が予算化し、負担するということにしております。 
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 指定期間は19年４月１日から平成23年３月31日までの４年間でございますが、興国園

芸の提案について主なものをご紹介いたしております。管理棟に意見箱を設置する。隔

週で担当者会議、これは管理者の中の担当者会議ということですけれども、会議を開催

する。毎月、利用者満足度向上会議を町と合同で開催する。災害時等の緊急時には即日

災害対策会議を設置できる体制づくりをする。電話やインターネットによる利用受け付

け及びホームページ上での利用予定スケジュールの開示を検討する。入場者数毎年３％

アップを目標に、その利用促進について検討を図っていく。それから、自主事業として

造園・緑化・ビオトープ等の計画、その他ボランティアにやるスポーツ指導やレクリエ

ーション指導についても検討するということが挙げられております。 

 続きまして、興国園芸株式会社の概要でございますけれども、設立は昭和26年６月29

日。所在地は広島市安佐北区亀山７丁目９番45号。資本金は4,700万円。主たる業務内

容は、緑化、造園工事の設計・施工・管理、山林の調査・伐採・管理、公園施設の管理

運営でございます。業績といたしまして最近の売上高を記載しております。備考欄に記

載しておりますけれども、本年度から22年３月31日までの間４年間、広島市の可部運動

公園の指定管理を受託されております。 

 以上、簡単でございますが、海田総合公園の指定管理者候補者の選定について説明を

終わります。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま

す。西山議員。 

○９番（西山）９番、西山です。資料３の審査結果なんですが、今のご報告ではこの業者

さんが行われる事業メニューを説明してくださったんですけれども、施設の有効利用が、

満点になることはちょっとあれなんですけれども、満点で35点のうち27点。申請者の管

理能力は35点の28.7。他社に比べましたらすべてが高い審査結果なんですけれども、こ

の施設の有効利用の８点マイナス、申請者の管理能力6.3のマイナス、それは各審査委

員のどういった意見がこのマイナス要因となったんでしょうか。 

○議長（原田）まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（木原晴彦）今の管理能力の中のそれぞれの項目がかなり分かれて

おりますので、それを優・良・可等で審査委員さんがそれぞれ点数をつけていますけれ

ども、満点が５点としましたら、それを４点とつけるか、4.5点とつけるかによりまし

て、その集計が、最終的には項目が７項目に分かれておりますので、その１点ずつが重
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なればそういう少しの差になるということはあり得ると思います。意味はわかるでしょ

うか。５点満点の場合もあるし、４点の場合もあるということで、その平均点をとった

場合に若干足し算で差が出てくるということになっております。 

○議長（原田）西山議員。 

○９番（西山）ですから、この審査結果を受けて、点数で５点満点の１点までで集計する

と27点、28.7、30点という結果なんですけれども、その後、業者さんと話し合われたと

きにそのマイナス要因をお聞きになったかどうかということです。 

○議長（原田）業者の方から説明を求めたかということです。 

○９番（西山）ごめんなさい、審査した委員さんから。 

○議長（原田）まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（木原晴彦）まず、点数をつけるに当たりまして委員さん相互がや

はりお悩みになりましたのは、それはあくまで書類審査になりますので、満点５点をつ

けるのか、4.5とつけるのかというところが大変悩ましいところであったという問題点

がございます。ですから、0.5点がマイナス点であるということではなくて、要は満点

の評価がなかなかつけにくいという点がまずあります。ですから、５点満点で、５点と

つけるのか、４点とつけるのかというところの、よいというふうにつけるわけですけれ

ども、それが若干差が出ているというだけの話だろうと思います。 

○議長（原田）ほかに質疑はありませんか。桑原議員。 

○６番（桑原）２ページの町管理経費の上限額6,570万円、それと興国園芸提案の指定管

理料、要するに提案額ですね、5,383万、その差額が1,187万と出ています。この額につ

いてどのように考えておられますか。 

○議長（原田）企画部長。 

○企画部長（永海）私どもが設定いたしました金額というのは、この程度でしたらできる

だろうということで設定をしたわけですが、民間のそういった業者の方は経営努力によ

って、まだなおかつそういう人件費あたりを努力すればこの額でできるということでご

提案いただいたというふうに理解しております。 

○議長（原田）桑原議員。 

○６番（桑原）なぜそういう質問をしたかといいますと、実質経費削減額が2,287万円で

す。571万7,000円、年平均なっているわけです。確かに節減ができていいんですけれど

も、業界の方から見れば、私は町管理経費の6,570万というのは町の損益分岐点的なも
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のだと思うんです。片方で、興国園芸が言っている5,300万というのは、それでそれな

りの企業のサイドの損益分岐点だと私は思っているわけです。だから、それだけの差額

があって、企業努力によって利益が出るんじゃないかというように思っているんです。

そのようには考えられませんか。 

○議長（原田）企画部長。 

○企画部長（永海）そんなに大きな利益は出ないのではないかというふうに考えておりま

す。恐らくそれは今後努力されて、そういう民間企業ですから、当然利益が上がるよう

には努力はされると思いますけれども、今回提案いただいた額についてはそんなに大幅

な利益は見込んでおられないというふうに考えております。 

○議長（原田）ほかに質疑はありませんか。三宅議員。 

○２番（三宅）最後にもう１度確認の意味を込めて。経費の方ですけれども、要は今年と

いいますか、町の方でやって管理費が2,800万、人件費が1,400万で、約4,200万かかっ

ているものを興国園芸の方で、年に直して委託料で約1,300万、それから施設使用料関

係で約1,000万、これは徐々に伸びてきているんですけれども。それから、駐車場もま

だ１年を通しての実績は出ていないんですけれども、約1,000万として、今、町でやっ

て4,200万円かかっておるところを、興国園芸のこれからの収入は1,300万、1,000万、

1,000万で、3,300万でやるということになると思うんです。それで、かなりの始末、削

減になるんですけれども、やる方としてはかなり、園芸が中心、専門と言いながら、低

価格でやるということで、やってみなきゃわからないという感じもあると思うので、４

年間の契約ですから、契約した以上は４年間とにかく通してやるということになるんで

すけれども、例えば興国園芸の方で１年ないしやってみて、手元が大幅にくるった、こ

れはちょっとギブアップだというようなことがもし生じても４年間ずっと続けてやると

いうことなのかどうか。その辺も契約書の中であると思うんです。 

○議長（原田）まちづくり推進課長。 

○まちづくり推進課長（木原晴彦）今回提案いただいておりますのは、４年間この金額で

やればやれるという提案額を興国園芸からお出しいただいているということで理解をし

ております。 

○議長（原田）三宅議員。 

○２番（三宅）それで、この仕様書の中に年間の保守点検とかいろいろあるんですけれど

も、それから、公園ですから、植栽なんかの刈り込みのスケジュールも入っているんで
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すけれども、今、町がやっているスケジュールというか、回数とか、植栽の刈り込みと

か除草とか草刈りとか、そういうのはほぼ同じようにやってもらえるということですね。 

○議長（原田）都市整備課長。 

○都市整備課長（久保）この仕様書につきましては、これまで直営でやっております実績

に基づいた仕様でお願いしておりますので、そのように理解していただいて結構だと思

います。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第69号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第69号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第69号議案は原案のとおりこれを決します。 

 暫時休憩いたします。再開は15時20分。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後３時０６分 休憩 

午後３時２０分 再開 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）休憩前に引続き本会議を再開いたします。 

 日程第５、第70号議案、平成18年度海田町一般会計補正予算を議題といたします。町

長より提案理由の説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第70号議案、平成18年度海田町一般会計補正予算について。平成18年度海

田町一般会計補正予算（第３号）は、町道10号線歩道改修事業などの予算措置を行うた

め、歳入歳出それぞれ1,760万4,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ78億1,320万6,000円とするものでございます。内容につきましては担当者から説明さ

せます。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）それでは、第70号議案、平成18年度海田町一般会計補正予算（第３
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号）につきましてご説明いたします。歳入歳出予算の補正につきましては、お手元にお

配りしております資料４の「平成18年度補正予算説明書」に従いまして歳出からご説明

いたします。 

 それでは、４ページをお開きください。４ページから10ページにかけて職員手当等共

済費の増額補正を行っておりますが、一括して増額の理由を説明させていただきます。

職員手当等につきましては、町制施行50周年記念事業及び電算移行事務等による時間外

勤務の増加や、昇格・昇給に伴う管理職手当や期末勤勉手当の額の増加などの理由によ

る増額、共済費につきましては負担率の改正が行われたことなどに伴う増額でございま

す。 

 それでは、それ以外の費目につきましてご説明いたします。まず、議会費の議会運営

事業につきましては、議員１名の欠員により、報酬、職員手当等、共済費、負担金補助

及び交付金を合わせて445万9,000円を減額するものでございます。 

 次に、徴税費の賦課徴収費の役務費につきましては、コンビニ収納代行手数料につき

まして、取り扱い件数が当初見込みを大幅に上回る状況でございますので、不足見込み

額７万4,000円を増額するものでございます。 

 ５ページに移りまして、選挙費の広島海区漁業調整委員会委員補欠選挙費につきまし

ては、調整委員の死亡による欠員補充のため、12月27日に補欠選挙が実施されることに

伴う経費として、報酬37万7,000円、職員手当等46万2,000円、需用費７万7,000円及び

役務費１万1,000円をそれぞれ増額するものでございます。 

 続きまして、６ページをお開きください。社会福祉費の人権啓発費の委託料につきま

しては、男女共同参画基本計画策定業務委託料の入札執行残86万1,000円を減額するも

のでございます。次に、老人福祉費の償還金利子及び割引料につきましては、平成17年

度社会福祉法人等サービス利用者負担額減額事業費補助金の金額の確定に伴う返還金

127万7,000円を増額するものでございます。また、繰出金につきましては、介護保険特

別会計における保険給付費が減額となる見込みですので、一般会計の法定負担分につき

ましても減額となりますので、介護保険特別会計への繰出金1,587万7,000円を減額する

ものでございます。次に、心身障害者福祉費の委託料及び負担金補助及び交付金につき

ましては、今年10月からの障害者自立支援法による制度改正により進行性筋萎縮症者措

置事業が心身障害者支援費事業の介護給付費となったため、委託料246万5,000円を減額

し、同額を負担金補助及び交付金に組み替えたものでございます。また、償還金利子及



 

67 

び割引料につきましては、平成17年度分の身体障害者保護費負担金、在宅福祉事業費補

助金、知的障害者施設支援費負担金について、それぞれの平成17年度の実績に基づく返

還金419万3,000円を増額するものでございます。７ページに移りまして、福祉医療費の

負担金補助及び交付金につきましては、第67号議案でご審議いただきましたが、広島県

後期高齢者医療広域連合の今年度分負担金として87万7,000円を増額するものでござい

ます。また、償還金利子及び割引料につきましては、平成17年度福祉医療費補助金の金

額の確定による返還金84万7,000円を増額するものでございます。次に、国民健康保険

事務費の繰出金につきましては、国民健康保険特別会計における出産育児一時金の引き

上げ等の理由による出産育児諸費の増額に伴う一般会計の負担分として140万円を増額

するものでございます。 

 次に、児童福祉総務費の需用費及び役務費につきましては、次世代を担う子どもたち

の健やかな成長を願い、地域が一体となって子育て家庭を応援する事業として新たに来

年４月１日からスタートさせる子育てパスポート事業の事前準備経費として需用費32万

2,000円、役務費16万2,000円を増額するものでございます。次に、児童措置費の償還金

利子及び割引料につきましては、平成17年度児童手当負担金の額の確定による返還金７

万6,000円を増額するものでございます。 

 ８ページをお開きください。母子保健費の需用費につきましては、子育てを母親任せ

ではなく父親も育児に参加しようという意識づけを行うきっかけづくりにする目的で、

新規に配付する父子健康手帳の購入費として６万4,000円を増額するものでございます。 

 ９ページに移りまして、道路新設改良費の工事請負費につきましては、町道10号線歩

道改修工事に係る事業費1,800万円を増額するものでございます。なお、この事業は18

年度と19年度の２カ年事業でございまして、後ほど議案で説明いたしますが、来年度分

の債務負担行為につきましてもあわせて計上させていただいております。 

 次に、公園費でございますが、10ページの公民館費とも関連いたしますが、10月１日

付の人事異動で総合公園から海田東公民館に職員１名が配置がえとなったことに伴う人

件費及び欠員補充の臨時職員賃金等として給料152万2,000円、職員手当等68万6,000円

及び共済費21万2,000円のそれぞれの減額と、賃金96万8,000円を増額するものでござい

ます。 

 10ページをお開きください。公民館費でございますが、ただいま説明しました人事異

動に伴い、給料152万2,000円、職員手当等69万7,000円及び共済費32万7,000円をそれぞ
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れ増額するものでございます。 

 次に、歳入についてご説明いたします。１ページをお願いいたします。町税の固定資

産税の国有資産等所在市町村交付金及び納付金につきましては、国の機関や県から交付

されます固定資産税相当額に当たる交付金の今年度分の額が決定いたしましたので、当

初予算額との差額167万7,000円を増額するものでございます。また、日本郵政公社有資

産所在市町村納付金につきましても今年度分の納付額が決定しましたので、予算額との

差額16万8,000円を減額するものでございます。 

 次に、地方特例交付金につきましては、恒久的な減税に伴う地方税の減収に対する地

方財源対策及び平成18年度の児童手当の制度拡充に伴う地方財政措置として交付される

ものでございますが、額の確定に伴い2,495万6,000円を増額するものでございます。 

 次に、地方交付税につきましては、今年度の普通交付税の交付額が決定いたしました

ので、当初予算計上額との差額２億662万4,000円を増額するものでございます。 

 ２ページをお開きください。分担金及び負担金の民生費負担金の障害者福祉費負担金

につきましては、歳出でも説明いたしましたが、障害者自立支援法による制度改正によ

り、これまで町に納付してもらっていた進行性筋萎縮症者措置費個人負担金を10月から

直接医療機関に支払ってもらうこととなりましたので、35万6,000円を減額するもので

ございます。 

 国庫支出金の国庫負担金の民生費国庫負担金の被用者児童手当負担金から被用者小学

校修了前特例給付負担金までの補正額につきましては、負担金額の確定による追加交付

分として被用者児童手当負担金13万円、非被用者児童手当負担金１万6,000円、特例給

付負担金４万5,000円及び被用者小学校修了前特例給付負担金17万6,000円を、それぞれ

増額するものでございます。 

 次に、国庫補助金の土木費国庫補助金の道路新設改良費補助金につきましては、町道

10号線歩道改修事業に係る防衛施設周辺施設対策事業補助金でございまして、補助率は

75％で、1,168万1,000円を増額するのもでございます。 

 ３ページに移りまして、県支出金の県委託金の総務費委託金の選挙費委託金につきま

しては、歳出でも説明いたしました広島海区漁業調整委員会委員補欠選挙に係る経費の

委託金として92万7,000円を増額するものでございます。 

 繰入金の基金繰入金の財政調整基金繰入金につきましては、財源調整に伴い２億

1,622万8,000円を減額するものでございます。 
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 次に、諸収入の雑入につきましては、交通事故に伴う財団法人全国自治協会から保険

金として12万4,000円を増額するものです。 

 次に、町債の減税補てん債につきましては、恒久減税に伴う減収分を補てんする起債

でありますが、額の確定に伴い410万円を減額するものでございます。臨時財政対策債

につきましても、額の確定に伴い790万円を減額するものでございます。 

 次に、議案についてご説明します。70号議案の方をお願いいたします。歳入歳出予算

の補正といたしまして、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ1,760万4,000円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ78億1,320万6,000円とするものでご

ざいます。また、あわせて債務負担行為等、地方債の補正を行うものでございます。 

 ５ページをお願いいたします。「第２表 債務負担行為補正」として２件の追加をし

ております。まず１件目は、海田総合公園指定管理業務委託に係る額でございますが、

平成19年度から22年度までの４カ年分の委託料について債務負担行為を設定するもので

ございます。次に、町道10号線歩道改修事業に係る額でございますが、本事業は国の補

助金の関係もありまして、本年度と来年度の２カ年事業としておりますので、19年度分

に係る事業費について債務負担行為を設定するものでございます。なお、本年度と来年

度の事業費の割合は、本年度20％、来年度80％でございます。 

 ６ページをお願いいたします。「第３表 地方債補正」でございますが、２件の変更

を計上しております。内容につきましては、歳入のところでご説明いたしましたので、

省略させていただきます。 

 以上で平成18年度海田町一般会計補正予算（第３号）の説明を終わります。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま

す。西山議員。 

○９番（西山）議案書の５ページの債務負担行為の件なんですけれども、今、町道10号線

の歩道改修事業に係る額で7,200万、債務負担行為で事業費の中の80％に充当するとい

うことなんですが、先ほど今回の20％の事業の中で事業費の75％は国庫補助金というこ

とでした。あと7,200万のまたやはり75％は国庫補助金に該当するのか、これは単町の

事業になるのか。 

○議長（原田）建設課長。 

○建設課長（畠山）今の全体の9,000万円でございますが、その中に一部分、単独町費で

やる部分が含まれております。資料５を出していただいたら、資料５の中で断面図に止
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水壁というものをやるようにしております。これは、この歩道に合わせまして、道路が

冠水するのを防ぐためにこういう工事をやるんですが、それに関連して護岸の止水壁、

それから排水の逆止弁、それと舗装とかというものがございまして、その部分は補助対

象にはなりませんので、その約1,500万円分は単独町費になっております。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。崎本議員。 

○１２番（崎本）これをするに当たって、この道が狭いんです。今までずっとされまして。

これをされるに当たっては通行どめでされるか、それとも片側通行でやられるか、そこ

の詳細をはっきりと。 

○議長（原田）建設課長。 

○建設課長（畠山）現道が約5.4メートルございまして、工事に当たっては片側通行で実

施したいと考えております。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。三宅議員。 

○２番（三宅）財政調整基金のところですけれども、歳入で減額で、これで財政調整基金

の残額というか、幾らになりましたか。 

○議長（原田）財政課長。 

○財政課長（臼井）今回取り崩しを減額したため、今の予算では今年度8,049万9,000円を

取り崩すこととしておりますので、これを崩した後の額は約13億3,764万8,000円という

形になります。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第70号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第70号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第70号議案は原案のとおりこれを決します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）日程第６、第71号議案、平成18年度海田町国民健康保険特別会計補正予算

を議題といたします。町長より提案理由の説明を求めます。町長。 



 

71 

○町長（山岡）第71号議案、平成18年度海田町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

について。平成18年度海田町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、一般被保険

者高額療養費の増額などの予算措置を行うため、歳入歳出それぞれ1,344万8,000円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ26億7,602万6,000円とするものです。内

容につきましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）住民課長。 

○住民課長（植野）それでは、第71号議案、平成18年度海田町国民健康保険特別会計補正

予算（第２号）についてご説明いたします。歳入歳出の補正につきましては、資料６の

「平成18年度補正予算説明書」によりご説明いたします。 

 まず、歳出からご説明いたしますので、２ページをお願いいたします。２款の保険給

付費の療養諸費の一般被保険者療養費の負担金補助及び交付金の90万6,000円及び退職

被保険者等療養費の負担金補助及び交付金の272万5,000円は、はり・きゅう・マッサー

ジや補装具等に係る療養費が当初見込みより増加し、予算に不足が生じたため、増額す

るものでございます。また、退職被保険者等審査支払手数料の35万6,000円は、受診件

数の増によるものでございます。 

 次に、高額療養諸費の一般被保険者高額療養費の負担金補助及び交付金の736万1,000

円も、高額療養費が増加し、予算の不足が見込まれるために増額するのもでございます。 

 次の出産育児諸費の出産育児一時金の負担金補助及び交付金の210万円は、本年10月

より支給額を30万円から35万円に引き上げましたことと、出産見込み件数が増加したた

めでございます。 

 続きまして、歳入予算についてご説明いたします。１ページをお願いいたします。８

款の一般会計繰入金、出産育児諸費繰入金の140万円は、歳出でもご説明しました出産

育児一時金の10月からの支給額の増額及び出産件数の増加にともない、増額するもので

ございます。 

 ９款の繰越金の1,204万8,000円は前年度の繰越金でございます。 

 次に、議案についてご説明いたします。それでは、第71号議案をお願いいたします。

既定の歳入歳出予算の総額にそれぞれ1,344万8,000円を予算措置し、歳入歳出予算の総

額をそれぞれ26億7,602万6,000円とするものでございます。 

 以上で補正予算の説明を終わらせていただきます。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま
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す。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第71号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第71号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第71号議案は原案のとおりこれを決します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）日程第７、第72号議案、平成18年度海田町介護保険特別会計補正予算を議

題といたします。町長より提案理由の説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第72号議案、平成18年度海田町介護保険特別会計補正予算（第３号）につ

いて。平成18年度海田町介護保険特別会計補正予算（第３号）は、施設介護サービス給

付費の減額などの予算措置を行うため、歳入歳出それぞれ9,779万8,000円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それそれ12億2,788万5,000円とするものでございます。内

容につきましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長（加藤）それでは、第72号議案、平成18年度海田町介護保険特別会計補正

予算（第３号）についてご説明いたします。資料７の「補正予算説明書」をお願いいた

します。今回の補正は、介護サービス利用の増減に係る各サービス給付費の予算措置で

ございます。 

 それでは、３ページの歳出予算からご説明いたします。まず、保険給付費の介護サー

ビス等諸費の居宅介護サービス給付費の負担金補助及び交付金でございますが、7,265

万2,000円は、主には４月の制度改正により心身の改善の可能性の高い方を介護予防に

移行するとして、給付費も当初予算で介護予防サービス給付費の方へ組み替えましたが、

移行率の見込みが下回り、当該費用からの支出が必要となり、予算の不足が見込まれる

ため、増額するものでございます。次に、地域密着型介護サービス給付費の負担金補助

及び交付金1,410万7,000円は、認知症に係るグループホームデイサービス利用等が増加

したことによるものでございます。次に、施設介護サービス給付費の負担金補助及び交
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付金の１億5,059万6,000円の減額は、施設入所者の見込みが当初より下回ったためでご

ざいます。次の居宅介護サービス計画給付費の負担金補助及び交付金1,967万3,000円は、

先にご説明いたしました介護予防への移行が見込みを下回ったことに関連し、予算の不

足が見込まれるため、増額するものでございます。 

 続きまして、保険給付費の介護予防サービス等諸費の介護予防サービス給付費の負担

金補助及び交付金7,204万5,000円の減額は、これも先にご説明いたしました介護予防へ

の移行が見込みを下回ったことに関連し、逆に受け皿とした費目として予算が余る見込

みとなったものでございます。４ページをお願いいたします。介護予防サービス計画給

付費の負担金補助及び交付金1,080万円の減額も前の費目と同様に、受け皿とした費目

として予算が余る見込みとなったものでございます。 

 次に、基金積立金の介護給付費準備基金積立金の積立金2,921万1,000円は、施設介護

サービス給付費等の減に伴い生じた余剰金を積み立てるものでございます。 

 次に、１ページに戻りまして、歳入についてご説明いたします。歳入につきましては、

歳出でご説明いたしました施設介護サービス給付費減に伴い、法定負担金等の減額をす

るものでございます。まず、支払基金交付金の介護給付費交付金が3,937万3,000円の減

額、次に、国庫支出金の介護給付費負担金1,787万2,000円の減額、次に、国庫支出金の

調整交付金435万5,000円の減額、次に、県支出金の介護給付費負担金2,340万6,000円の

減額、２ページに移りまして、一般会計繰入金の介護給付費繰入金1,587万7,000円を減

額するものでございます。次に、繰越金308万5,000円を前年度繰越金から手当てするも

のでございます。 

 それでは、第72号議案をお願いいたします。既定の歳入歳出予算総額からそれぞれ

9,779万8,000円を減額し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ12億2,788万5,000円とするも

のでございます。以上で説明を終わります。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま

す。三宅議員。 

○２番（三宅）２番、三宅です。資料の歳出の方の介護予防サービス諸経費のところです。

18年度から改正で予防重視のということで始まったわけで、センターでも取り組みがな

されているわけなんですけれども、どうもこの予防事業、予防教室なんかは、この前も

記事にありましたけれども、うまくいっていないということで、この数字を見まして、

手元のくるいがすごいですね。8,900万で1,697万、19.0、約20％、それから、その次の
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1,500万で1,000万の減額ということで、予防重視の事業、介護保険ということなんです

けれども、全国的にどうもうまくいっていないみたいなんですけれども、今まで４月か

らどのような努力をしてここの結果になっているのか、その辺の経過をお願いします。 

○議長（原田）高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長（加藤）今回の補正の内容につきましては、制度改正により、心身の改善

の可能性の高い方、いわゆる介護度１の軽度の方なんですけれども、この方たちを介護

審査の継続時に要支援の方へ、予防介護の方へ移す審査、これを今進めておるところで

ございますけれども、これが当初の国等の予定によりますと、約70％ぐらいが要支援の

方にこの審査で移るのではないかという予測で予算立てをいたしておりましたけれども、

現実に客観的に審査をいたしますと、心身の状態が現状よりもまた進んでおられる方も

かなりおられて、20数％ぐらいの要支援への移行にとどまったために、事業所等のサー

ビスが使われる方が介護予防の予算の方を使われるサービスの方をそのまま使われたと

いうことで、この予算の差額が出たものでございます。 

○議長（原田）三宅議員。 

○２番（三宅）予防教室なんかは実際の事業の集まりとか、そういうのはいかがでしたか。 

○議長（原田）高齢福祉課長。 

○高齢福祉課長（加藤）現在、福祉センターの方で筋トレでありますとか、水泳教室を開

催いたしました。水泳教室につきましては３クールございまして、大体15名程度の方が

参加をいただいております。筋トレの方は少し虚弱な、高齢者を対象とした健康診断に

よる選別をしたわけですけれども、これは５名程度しか、今年に限っては選別ができな

い状態で、これは予定を下回ったことは事実でございます。ただ、これは全国的に選別

の方法が、国の示したものが不備があったのではないかということで、改正の方向にも

今動いていると聞いております。 

○議長（原田）三宅議員。 

○２番（三宅）予算の編成時期ですけれども、本年は約9,000万、19年度はどれぐらいの

予算を考えていっていらっしゃいますか。 

○議長（原田）福祉保健部長。 

○福祉保健部長（内田）現在、予算編成中でございますので、その詳しい内容については

申し上げにくいわけでございますけれども、18年度の実勢等を考慮しながら19年度の予

算に反映したいというふうに考えております。 
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○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第72号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第72号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第72号議案は原案のとおりこれを決します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（原田）日程第８、第73号議案、平成18年度海田町水道事業会計補正予算を議題と

いたします。町長より提案理由の説明を求めます。町長。 

○町長（山岡）第73号議案、平成18年度海田町水道事業会計補正予算（第１号）。平成18

年度海田町水道事業会計補正予算（第１号）は、人事異動に伴う人件費等を補正するも

ので、収益的支出を360万3,000円増額し、事業費用総額を４億2,852万1,000円とするも

のでございます。内容につきましては担当者から説明させます。 

○議長（原田）水道課次長。 

○水道課次長（新浜）それでは、第73号議案、平成18年度海田町水道事業会計補正予算

（第１号）につきましてご説明申し上げます。資料８の一番最後のページ、「補正予算

（第１号）説明書」をお願いいたします。収益的支出の水道事業費用、営業費用、原水

及び浄水費を377万4,000円増額しております。内訳は、給料を242万円、手当を37万

4,000円、法定福利費を44万7,000円、人事異動による人件費として増額補正いたしてお

ります。これは、17年度末に水道課の職員が１名退職いたしました。その補充といたし

まして、当初予算では給料の低い職員の配置を予定しておりましたが、現実には係長級

の職員が配置されたことによる差額分でございます。次に、動力費でございますが、蟹

原浄水場緩速ろ過池の赤水防止対策といたしまして、取水ポンプの運転時間の増加が見

込まれることから、53万3,000円増額するものでございます。次に、総係費を17万1,000

円減額補正いたしております。内訳は、人事異動により給料を27万5,000円、法定福利

費を49万8,000円減額するものでございます。次に、印刷製本費につきましては、シス

テム変更によりまして圧着はがき及び検診用ロール紙が必要となりましたので、これに
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伴いまして43万4,000円の増額をお願いするものでございます。負担金につきましては、

人事異動によりまして退職手当組合の負担金が増となりますので、16万8,000円増額す

るものでございます。 

 次に、第73号議案をお願いいたします。ただいまご説明いたしました補正によりまし

て、補正予算書第２条の平成18年度海田町水道事業会計予算第３条の予定額は、水道事

業費用を360万3,000円増額いたしまして４億2,852万1,000円とし、補正予算書第３条の

予算第６条に定めた経費の金額、職員給与費を246万8,000円増額いたしまして9,699万

円とするものでございます。 

 以上で補正予算の説明を終わらせていただきます。 

○議長（原田）以上で説明を終わります。これより質疑を行います。質疑があれば許しま

す。桑原議員。 

○６番（桑原）一番最後のページ、今説明がありました取水ポンプの運転時間増加という

のはわかったんですけれども、これ、従来どのぐらいで、どのぐらい増えたのか。 

 それで、理由は何ですか。 

 ３点目は、３月31日まで18年度分を見込んだ金額なのかどうか。 

○議長（原田）水道課次長。 

○水道課次長（新浜）取水ポンプの運転時間の増でございますが、これは１日について約

４時間程度増えるものと思っております。 

 それと、この取水ポンプを運転する時間が増加する理由といたしましては、去年の８

月に赤水が出ました。それを調査・研究いたしまして、ろ過速度が遅いと赤水が発生し

やすいということがわかりましたので、そのために、取水を多くいたしまして、ろ過速

度を速めるためにこの時間が延長になったものでございます。 

 それと、この金額につきましては３月31日までを見込んでおります。 

○議長（原田）ほかに質疑はございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）質疑なしと認めます。質疑を終結いたします。討論があれば許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）討論なしと認めます。討論を終結いたします。これより第73号議案につい

て採決を行います。お諮りいたします。 

 第73号議案については、原案のとおり決するにご異議ございませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、第73号議案は原案のとおりこれを決します。 

 以上で、本定例会に付議されました案件の審議はすべて終了いたしました。したがっ

て、会議規則第６条の規定により、本日で閉会したいと思いますが、これにご異議ござ

いませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（原田）異議なしと認めます。よって、本定例会は本日で閉会することに決しまし

た。 

 以上で平成18年第６回海田町議会定例会を閉会いたします。大変ご苦労さまでござい

ました。 

午後４時０３分 閉会 

 

 


